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BPO（放送倫理・番組向上機構）は，1969年に設立された「放送番組向上協議会」と1997年に設
立されたBRO（放送と人権等権利に関する委員会機構）を前身に，2003年に両者が合併して発足し
た。その歴史は，放送をめぐる不祥事が起きるたびに対応を迫られ，公権力からの規制強化の動きが
出る中で組織を強化し，自主規制という形で放送の自由と自主・自律を守ろうとするサイクルの繰り返
しである。本稿では，BPOの歴史や法・制度的コンテクストを踏まえながら各委員会の活動を検証し，
日本の放送界の課題を探るとともに，総体としてのBPOの意義と課題を検証した。

日本には，英・米・仏にあるような政権から距離をおいた独立規制機関がなく，放送局が行政庁か
らじかに監理・監督される形になっており，放送法4条の番組編集準則によって番組内容が規制されて
いる。BPOは，政治や公権力からの圧力に抗して放送の自主・自律を守るとともに，放送による人権
侵害や放送倫理違反をチェックし視聴者を守るという二面性を持っている。

BPOの3つの委員会のうち，放送倫理検証委員会は何度も繰り返される倫理違反を指摘することで，
制作会社との関係など放送界の構造的な問題点を明らかにする一方，報道がひとつの誤った方向に一
斉に向いてしまう「集団的過剰同調」等日本の放送の問題点を指摘してきた。また放送人権委員会は，
放送による名誉毀損などの人権侵害の判断を積み重ね，判例法のような放送現場のガイドラインを作り
だしてきた。一方青少年委員会は，暴力や性的表現など子どもたちにとって刺戟の強すぎる表現につい
て，放送局側に配慮を求めてきた。

放送倫理検証委員会と放送人権委員会は，ともに放送倫理違反についての判断をしているが，判断
の基準となる「真実相当性」の扱い方などに違いがあり，両委員会が同一事案に対して違う判断をする
といった事態を招かないためには，両委員会の棲み分け，差別化が必要である。また公権力に対して
意見を言うような際には，それぞれの委員会でなくBPOとして意見を表明することも検討すべき課題で
ある。放送と通信の融合が進み，フェイクニュースや誤情報を含めた膨大な情報があふれたメディア空
間が生まれている今，放送法によって規制された放送が存在感を持ち続けるためには，放送の持つ公
共性を最大限に生かす必要がある。その意味で，BPOがこれまでの積み重ねを生かしつつ，放送界に
ブレーキとアクセルをかけていくことはきわめて重要である。
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はじめに

放送倫理・番組向上機構（Broadcasting Ethics 

& Program Improvement Organization，以下，BPO

と記す）が2003年に日本放送協会（以下，NHK）

と日本民間放送連盟（以下，民放連）によって

設立されてから15年になる。前身の「放送番組

向上協議会」の有識者の委員会の活動からは

およそ50年，放送への苦情を受け付ける第三

者機関としてのもうひとつの前身「放送と人権

等権利に関する委員会機構」（BRO）の設立か

ら数えても20年以上が経っており，その活動も

次第に一般の人たちに認知されるようになって

きた。BPOは世界的にも類をみない組織と言

われているが，その役割は，BPO自身によって

次のように定義されている。

放送における言論・表現の自由を確保し

つつ，視聴者の基本的人権を擁護するた

め，放送への苦情や放送倫理の問題に対

応する，第三者の機関です。

主に，視聴者などから問題があると指摘

された番組・放送を検証して，放送界全

体，あるいは特定の局に意見や見解を伝え，

一般にも公表し，放送界の自律と放送の

質の向上を促します1）。

この文章に表れているように，BPOは2つの

役目を負っている。ひとつは「放送における言

論・表現の自由を確保」で始まり，「放送界の

自律と放送の質の向上を促す」で終わっている

ように，放送を守り，支援していく役割である。

NHKと民放連がつくった組織であるから当然と

言えば当然だが，放送局の表現の自由と自主・

自律を守る砦がBPOなのである。このため，放

送に対して政治や公権力から圧力がかかる際に

は，厳しく対峙していく姿勢を示すことになる。

その一方で，「視聴者の基本的人権を擁護す

るため，放送への苦情や放送倫理の問題に対

応する」や「視聴者などから問題があると指摘さ

れた番組・放送を検証して」というのは，視聴

者保護の立場である。放送によって何らかの害

を被ったという人の意見を受け止め，放送界を

律していくのである。BPOは，自主規制とはい

え実質的には放送の規制監督機関として，放

送による人権侵害や放送倫理違反に厳しく目を

光らせる，いわば放送倫理の番人の役目を負っ

ている。

この二面性を持つことがBPOの大きな特徴

でありBPOの本質と大きく関わるのであるが，

それゆえにわかりにくい面もあり，しばしば誤

解される原因にもなっている。具体的な人権侵

害や放送倫理違反の判断をする際にも，両方の

バランスをどう保つかという難問に直面すること

になる。

例えば，BPOが放送現場の実情とはかけ離

れた“厳しすぎる”判断をすれば，放送現場で

働く人たちを委縮させ，放送界の自主・自律を

阻害することにもなりかねない。一方，表現の

自由を重視し，放送現場に配慮しすぎて“甘

い”判断をすれば，“お手盛り”といった批判は

免れず，行政などによる新たな規制が必要だと

指摘される可能性もある。

こうした難しさを抱えながら，放送側と視聴

者側という，時には相反する立場を調整しつつ，

放送番組を見つめ続けてきたのがBPOの歴史

なのである。

本稿の目的は，そうしたBPOの歴史を改め

て見直すとともに，BPOの3つの委員会が放送

界への警鐘として出してきた「委員会決定」の

中身を詳しく検証し，BPOがこれまで何をして
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きたかを具体的に探っていくことである。そこか

らは，BPOが指摘し続けてきた日本の放送界

の問題点とともに，BPO自身の取り組みの意

義と課題が浮かび上がってくるはずである。

Ⅰ BPOとは

そもそも日本においてBPOのような組織がな

ぜできたのか，どうして必要とされるようになっ

たのであろうか。まずBPOの出自からみていく。

図1にBPOの変遷，図2に関連年表をまとめた

ので，そちらも参照していただきたい。

BPOの直接の前身は，1969年に設立された

「放送番組向上協議会」と1997年に設立された

「放 送と人権 等権 利に関する委員会機構」

（BRO）である。いずれもNHKと民放連が設

立した任意団体で，この2つの団体が2003年7

月に合併してBPOとなる（図1）。

Ⅰ－1  �放送番組向上委員会
このうち，放送番組向上協議会は，放送番

組向上委員会という委員会を運営していたが，

その源流は，さらに4年前の1965年にできた第

1次の放送番組向上委員会にさかのぼる。

（以下，年表参照）この委員会ができた背景は，

低俗なテレビ番組への批判と青少年への悪影

響を心配する声が高まったことである。放送番

組向上委員会（1995）には，次のように記して

ある。

…放送番組向上委員会は，’63年8月に

池田総理大臣（当時）が閣議で，青少年の

非行防止対策として，総理府中央青少年

問題協議会で総合的なマスコミ対策を検討

するよう指示したことから，’63年から’65年

にかけて青少年の非行問題が社会・政治

問題化し，“テレビの悪影響から青少年を

守れ”というキャッチフレーズのもとにテレ

ビ番組を批判する声が高まった中で，放送

事業者自らの手でテレビ番組の改善・向上

を推進するための活動の一環として設けら

れた。 （放送番組向上委員会1995: 4）

放送番組向上委員会は，今のBPOのように

「勧告」や「意見」を出すというのではなく，放

送番組の向上に関わる全般的な議論をして放

送局に提言などを行うのが主な役割であったが，

放送界はすでに半世紀も前から外部の有識者

による放送番組向上のための委員会を持ち続け

ていることになる。

この委員会は，NHKと民放連，それに社団

法人「日本放送連合会（放送連合）」の三者に

よって，放送連合の常設委員会として運営され

ていた。

図1 　BPOの変遷

放送番組
委員会

青少年
委員会
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統 合
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BPO
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放送と人権等
権利に関する
委員会（BRC）

放送番組向上協議会
（1969年設置）

放送と人権等権利に関する
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（1997年設置）
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BPOウェブサイトを参考に作成

発展的解消
（2007年）

略称の変更
（2009年）
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1969年に放送 連合が解散したのに伴い，

いったん解消されたが，その年の5月に，NHK

と民放連によって第2次の放送番組向上委員会

と運営機関としての放送番組向上協議会が設

置された。

委員会再発足の背景は，低俗番組批判の再

燃である。“一億総白痴化”という言葉が登場

したのは1957年のことであるが，その後もテレ

ビの暴力場面や性表現，品位を欠いた内容を

めぐって低俗番組がたびたび問題化し，しばら

くすると沈静化するものの，また再燃するとい

う経緯を繰り返してきた。

委員会が再発足した1969年から70年代初め

にかけては，東京オリンピック（1964年）や大

図2　関連年表

BPO関連の動き 放送界をめぐる問題 国・行政の動き

1957年
テレビ低俗番組批判高まる。“一億
総白痴化”（大宅壮一）

1965年
「放送番組向上委員会」設置

1969年
放送番組向上協議会を発足
協議会内に「放送番組向上委員会」

（第2次）設置

1969年
『コント55号の裏番組をぶっとばせ！！』　
公開収録に相模原市が市民会館使
用を拒否

1992年
『素敵にドキュメント』『どーなるスコー
プ』問題

1993年
『NHKスペシャルー奥ヒマヤラ禁断の
王国ムスタンー』問題

1993年
テレビ朝日椿報道局長発言問題

1994年
「松本サリン事件」で第一通報者を容
疑者扱いの報道

1996年
ＴＢＳがオウムにビデオを見せたことが
発覚

1972年
『11ＰＭ』などの“お色気路線”につ
いて，衆議院逓信委員会の放送に関
する小委員会に放送番組向上委員長
ら参考人招致

1995年
郵政省「多チャンネル時代における
視聴者と放送に関する懇談会」設置

1997年
「放送と人権等権利に関する委員会
機構（BRO）」発足。「放送と人権
等権利に関する委員会（BRC）」を
設置

2000年
放送番組向上協議会内に「放送と
青少年に関する委員会」（青少年委
員会）設置

2002年
放送番組向上協議会が運営する

「放送番組向上委員会」を「放送番
組委員会」に改組

2003年
「放送倫理・番組向上機構（BPO）」
発足

1997年
神戸市で小学生連続殺傷事件
ポケモン光点滅事件

1998年
栃木県黒磯市で中1男児がバタフラ
イナイフで女性教師刺殺

1998年
郵政省の「青少年と放送に関する調
査研究会」Ｖチップ導入を議論

2007年5月
BPOに「放送倫理検証委員会」設
置。「放送番組委員会」が解散

2007年1月
『発掘！あるある大事典Ⅱ』の「ねつ
造問題」発覚

2007年4月
虚偽放送に対し，総務大臣が再発防
止計画の提出を求めることができる放
送法改正案の国会提出
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阪万国博覧会（1970年）を追い風にカラーテレ

ビの普及に拍車がかかった時期であるが，“低

俗番組”批判が高まった時期でもある。

きっかけになったのは，公開ショー番組であ

る。『コント55号の裏番組をブッ飛ばせ！！』（日

本テレビ）は，野球拳に合わせて女性タレント

の衣類を脱がせ，競りにかける趣向がひんしゅ

くを買った。1969年には，神奈川県相模原市

がこの番組の公開収録に市民会館を使うのを

断り，民放労連は「低俗番組追放に立ち上が

る」という声明を出した。視聴率競争は，クイ

ズ番組の賞金や賞品の高額化という現象も招

き，民放連は，公正取引委員会の規制を受け

入れて，クイズ番組の賞金・賞品の上限を100

万円に決めた（日本放送協会編2001a: 545）。

同じころ，『11ＰＭ』（日本テレビ・読売テレ

ビ）に始まる民放各局の深夜番組の“お色気

路線”の行き過ぎも問題になった。衆議院逓信

委員会の放送に関する小委員会に，放送番組

向上委員会の高田元三郎委員長（当時）らが

参考人として意見聴取されるという事態も招いた

（1972年5月）。この年の10月に鹿児島市で開

かれた第20回民放大会では，そうした危機感

の中で「放送の自主規制を堅持し，番組の向

上に努め，もってその使命達成と責任完遂を誓

う」という大会宣言を採択した（日本放送協会

編2001a: 546）。

その後，石油ショックで深夜放送が自粛され

たが，自粛措置が解除された1983年春，民放

各局は一斉に深夜番組を復活させ，度の過ぎた

“アダルト色”がまたも国会で問題になった。

こうした動きについて，放送番組向上委員会

（1995）は，「“逸脱→批判→自粛→再発→批

判”の際限のない繰り返しは，日本の放送界の

病根とでも言えるのであろうか」（放送番組向上

委員会1995: 10）と指摘しているが，この構図

は，その後BPOが設立されたあとも，何度も繰

り返されることになる。

この放送番組向上協議会に今のBPOの青少

年委員会の前身である「放送と青少年に関する

委員会」（以下，青少年委）が設置されたのは

2000年のことである。

きっかけは，郵政省が1998年に設置した

「青少年と放送に関する調査研究会」で「Vチッ

プ」導入が議論されたことである。Vチップとは，

暴力や性描写，下品な言葉遣いなどを子どもた

ちに見せないようにするため，番組のランクづけ

に基づいて遮断することができる集積回路で，

テレビ受像機に内蔵させるべきかどうかが議論

された。1997年には神戸市で小学生の連続殺

傷事件が起きたほか，1998年には栃木県黒磯

市で中学1年生の男子生徒が，テレビドラマで

刺戟を受けて入手したバタフライナイフで女性

教師を刺し，死亡させる事件が起き，青少年へ

のテレビの悪影響が問題となっていた（日本放

送協会編2001b: 474）。

1998年12月に出された「青少年と放送に関

する調査研究会」の報告書では，Vチップにつ

いては「青少年対策の実施状況，またデジタル

技術の動向等を十分に踏まえ，引き続き検討を

行うことが適当である」としたうえで，放送分野

における青少年対応策の提言として「視聴者と

放送事業者の間の一層の透明性を図り，両者

のパイプ役ともいうべき放送事業者の共通の第

三者機関が，この面で一定の役割を果たしてい

くことが適当と考えられる」という意見が出され

た（郵政省1998: 12）。

これを受けて放送番組向上協議会に設置さ

れたのが青少年委である。これにより一般的な

放送番組や放送倫理の問題は「放送番組委員

会」が取り扱い，青少年委は青少年保護の立場

から視聴者からの苦情・意見を受け付け，議
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論する形となる。

Ⅰ－2  BROとBRC
放送番組向上委員会の流れとは別に，BPO

の前身である「放送と人権等権利に関する委員

会機構」（BRO）と「放送と人権等権利に関す

る委員会」（BRC）が設立されたのは1997年で

ある。

この背景には，90年代に放送倫理に関わる

問題が相次いだことが挙げられる。1992年か

ら93年にかけては，虚偽や過剰演出があった

放送が相次ぎ，「やらせ」として大きな問題に

なった。

最初に問題となったのは，朝日放送が制作し，

1992年7月にテレビ朝日系で放送された『いつ

みの情報案内人　素敵にドキュメント─追跡！

OL・女子大生の性24時』で，性的関係を求め

て外国人男性に近づく日本人OLとそれを受け

入れる黒人米兵が登場したが，いずれも制作ス

タッフの知人やモデルが演技したものだった。

次いで4か月後の11月に放送された読売テレ

ビの情報バラエティー番組『どーなるスコープ─

出張アンケート・看護婦さん大会』（大阪・広島

ネット）では，出演した看護婦全員がにせもので

あることが明らかになった（日本民間放送連盟

編1993: 68）。

さらに1993年9月30日と10月1日に放送さ

れた『NHKスペシャル─奥ヒマラヤ禁断の王

国ムスタン─』でも流砂や落石のシーンを故意

に起こすなどの行き過ぎた表現があり，「NHK

看板番組の“やらせ”」として，多くの新聞で連

日取り上げられ，厳しい批判が続いた2）（日本

放送協会編2001b: 398-404）。

同じ1993年10月には，民放幹部の発言が新

聞で報道され，大きな問題に発展した。テレビ

朝日の椿貞良報道局長（当時）が民放連の放送

番組調査会3）で「政治とテレビ」というテーマ

で報告した際に，細川政権を生み出した同年7

月の総選挙の報道について，「非自民政権が生

まれるように報道せよと指示した」などと述べた

というものである。この発言に関連して，椿局

長は衆議院の政治改革調査特別委員会に証人

喚問された。ジャーナリストが，その発言につい

て国会で証人喚問されるのは異例のことであ

る。証人喚問で，椿局長は「テレビ朝日の選挙

報道の成績が良かったので，常識を欠いた脱

線的な暴言をした」「放送が公正であるべきだと

いうことは頭に入っており，わたしどもの選挙報

道が逸脱したことは全くない」などと述べ，陳

謝した。

放送の公平の原則は，放送された番組の内

容を問題とするのであり，番組以外の場で発言

したことが法に触れることはあり得ない。その

かぎりでは，テレビ朝日の番組ではない発言を

問題にした証人喚問について疑問視する意見が

あり，表現の自由に関する問題での証人喚問に

メディアがそろって反対しなかったことを残念

だとする意見もあった（日本放送協会編2001b: 

349）。

もうひとつ問題となったのは，発言があった

民放連の放送番組調査会の議事録を国会に提

出したことである。民放連は初めは「テープは

ない」と言っていたが，衆議院政治改革特別委

員会から郵政省（当時）を通しての要求にテー

プから起こした議事録を提出した。これに対し

て，放送番組調査会の清水英夫委員長ら5人の

委員は「非公開であるはずの議事録が公権力の

介入で公表され，委員の思想・表現の自由とプ

ライバシーが侵害された」として，全員が辞任し

た。清水（1995）は次のように書いている。



201

放送の自由・自律とBPOの役割

国会の国政調査権も民間の会議の内容

までは及ばないし，議院証言法にもそのよ

うな規定は存在しない。もし，このような

無茶な要求が通るとすれば，言論の自由

や学問の自由は，たちどころに空洞化して

しまうであろう。 （清水1995: 137）

翌年の1994年の6月には，死者8人，140人

以上が被害を受けた「松本サリン事件」が起き

たが，この事件では，放送だけでなく各メディ

アが第一通報者の河野義行氏を犯人視して報

道したことが問題となった。事件がオウム真理

教団の犯行であることがわかり，河野氏が事件

に無関係であることがわかった段階で，テレビ，

新聞の各社はそれぞれの番組や紙面で謝罪し

た。さらに1996年には，オウム真理教の調査

をしていた坂本堤弁護士の取材ビデオをTBS

がオウム真理教の教団幹部に見せていたことが

明らかになった（日本放送協会編2001b: 431-

443）。

こうした中で，郵政省（当時）は1995年に「多

チャンネル時代における視聴者と放送に関する

懇談会」を設置し，翌1996年に報告書をまと

めた。報告書は，放送事業者の外部に，何ら

かの形で苦情対応機関が必要だという考えを示

し，その選択肢として，①公共的な機関，②放

送業界が自主的に設置する機関，③その中間

的な位置づけとしての法律の規定をもとに放送

事業者が設置する機関，の3つが示された。当

然ながら，それぞれの場合の問題点も検討され

ている。

この場合，公共的な機関は，設置の方

法・運営如何によっては番組編集に過度

の影響を与える可能性があること等の問題

点がある。他方，放送事業者が業界におい

て自主的に設置する機関は，放送による権

利侵害にかかわる苦情の解決は視聴者と

放送事業者の利害が対立するものであるこ

とを考えた場合，視聴者の十分な信頼を得

ることには限界があるとも考えられる。

（多チャンネル時代における視聴者と放

送に関する懇談会1996: 48）

これを受けて，翌年の1997年，NHKと民放

連は，放送への苦情対応のための第三者機関

として「放送と人権等権利に関する委員会機

構」（BRO）とその下の「放送と人権等権利に

関する委員会」（BRC）を設置した。懇談会が

示した②放送業界が自主的に設置する機関で

あり，これを選択したのは，①の公共的な機関

の設置によって，番組編集に影響が出るのを危

惧したからであった。ただし，上記のような問

題点の指摘を踏まえて視聴者の信頼を得られる

ようにするため，第三者機関としたのである。

Ⅰ－3  放送倫理検証委員会の設置
前述した放送番組向上協議会とBROが2003

年に統合してできたのが，BPOである。それま

では，放送に関しての多様な苦情に対して，人

権関係はBRO，一般的な苦情や青少年関連は

放送番組向上協議会が受け付けていたのであ

るが，視聴者からは「わかりにくい」といった批

判も出ていた。そこで両者を統合し，苦情受け

付け窓口を一本化してわかりやすくするととも

に，効率的な運用によって事務局機能を強化す

ることをめざしたのである。この統合によって，

BPOには，「放送番組委員会」4）と「青少年委」，

「放送と人権等権利に関する委員会」（BRC）

の3つの委員会が置かれ，それぞれの分野で活

動を始めた。
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ところが設立後まもなく，ひとつの番組に関

わる不祥事で，またまた組織の強化を迫られる

ことになる。2007年1月に関西テレビの制作で

放送された生活情報番組『発掘！あるある大事

典Ⅱ』の問題である。番組では，納豆を食べる

とダイエット効果があると放送したが，出演者の

インタビュー内容や被験者のデータなどに「ね

つ造」があったことがわかり，多くの批判を受

けて関西テレビは番組を打ち切った。

このあと2007年4月に閣議決定され国会に

提出された放送法改正案には，次のような条文

が盛り込まれた。

総務大臣は，放送事業者（受託放送事

業者を除く）が，虚偽の説明により事実で

ない事項を事実であると誤解させるような

放送であって，国民経済又は国民生活に

悪影響を及ぼし，又は及ぼすおそれがある

ものを行い，または委託して行わせたと認

めるときは，当該放送事業者に対し，期間

を定めて，同様の放送の再発の防止を図る

ための計画の策定及びその提出を求めるこ

とができる5）。

つまり，放送界にとっては“虚偽放送”に対

する再発防止対策という行政処分が国から新た

に加えられる可能性が出てきたのである。

この新たな行政処分が番組への介入の口実

になりかねないと危機感を持ったNHKと民放

連が，BPOの機能を強化するために，急遽「放

送番組委員会」を発展的に解消してBPO内に

設置したのが，「放送倫理検証委員会」（以下，

検証委）である。後述するように，検証委に他

のBPOの委員会よりも強い権限が与えられた

のは，こうした背景によるものである。放送法

改正案にあった，“放送局に再発防止計画の提

出を求めることができる”という条文は，この検

証委の規約として形を変えて盛り込まれた。

その後，2007年7月の参議院議員選挙で民

主党など当時の野党が過半数となり，放送法の

改正案に反対したため，翌年の2008年4月に

施行された改正放送法には新たな行政処分は

盛り込まれなかった。

Ⅰ－4  小括
ここまでBPOの歴史を振り返って気づくの

は，テレビ番組をめぐる問題がたびたび発生し，

視聴者からの批判を受けて政治や行政が動き

出していることである。ここでは，BPOの歴史

に直接関わるものだけを挙げてきたが，番組内

容だけでなく，話題になった事件をめぐって取

材陣が殺到するメディア・スクラムも再三問題に

なっている6）。

BPOは自らを律するという自主規制の組織

であるために，放送界がはじめから自主的，能

動的につくった組織と思われがちだ。しかし，

これまでの過程をみてくると，BPOは，放送を

めぐる不祥事を受けて，視聴者からの批判や

政治・行政が規制に動き出す中で，それに否

応なく対応するために，放送界が受動的につ

くった組織であることがよくわかる。BPOの自

主規制は，放送の自主・自律を守るための防

衛策でもあったのである。

もうひとつ歴史の中でみえてきたことは，前

述した内容と密接に関わるのであるが，BPOの

組織というものは，最初から現在のような組織

として設計されたものではなく，不祥事など放

送をめぐる問題が表面化した際の対応として，

家を改築，増築するように組織の改編や強化

が行われてきたということである。3つの委員会

も，それぞれの異なる背景のもとに設置され，
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BPOというひとつの屋根の下に納まった経緯が

ある。

このことは，BPOのあり方や各委員会の仕

事の進め方にも大いに関わっており，今後の

BPOの課題を考えるうえでも重要なポイントに

なる。

Ⅱ 放送制度との関係

Ⅱ－1  BPOの役割
次に考えてみたいのは，BPOと日本の放送

制度との関わりである。前述のような経緯で急

遽つくられたBPOの検証委は，その最初の委

員会決定の冒頭で検証委の役割について触れ，

次のように記している。

…欧米民主主義国などではどこも，政

府から相当程度独立した規制機関が設置

されているが，日本の場合，ロシア，中国，

北朝鮮などと同様，公権力を監視すべき

放送メディアが，公権力によってじかに監

理監督される，という状態がつづいている。

こうしたいびつな状態を是正していくために

も，放送界がみずからを律し，多様・多彩

な放送活動を通じて，視聴者から信頼さ

れ，支持されることがますます大切になる。

 （検証委決定第1号・2007: 1）

ここでいう「政府から相当程度独立した規制

機関」とは，アメリカのFCC（米連邦通信委員

会）やイギリスのOfcom（英放送通信庁），フラ

ンスのCSA（仏視聴覚高等評議会）といった，

政権から一定の距離を保った行政委員会をさす

のであるが，こうした独立規制機関がなく，行政

庁からじかに監理・監督される日本の放送界を

「いびつな状態」とする認識を示している。その

うえで，検証委の設立の経緯にあるように，行

政指導など公権力からの規制をできるだけ受け

ないようにするために，第三者的な自主規制機

関としてのBPOが存在しているというのである。

このように，公権力から直接規制されている

という日本の放送制度そのものが，BPOの存

在する背景になっている。BPOの歴史をみてき

た中で明らかなように，放送をめぐる問題や不

祥事が起きて，さらなる規制強化を防ぐために

自主規制の取り組みを強化してきたのがBPO

である。

日本では，1950年に放送法が制定された際

には「電波監理委員会」という独立の規制・監

督機関が存在したが，わずか2年で廃止され7），

それ以降は，郵政省，総務省と，大臣がトップ

の独任制の行政庁が，放送の規制・監督機関

になっている。その規制の根拠になっているの

が放送法と電波法である。

具体的には，放送法の4条1項に，番組編

集の際に従う準則として，①公安及び善良な風

俗を害しないこと，②政治的に公平であること，

③報道は事実をまげないですること，④意見が

対立している問題については，できるだけ多くの

角度から論点を明らかにすること，が定められ

ている。いわゆる番組編集準則と呼ばれるもの

である。

この番組編集準則に地上波の放送局が違反

した場合，放送法には罰則は定められていない

が，電波法の76条1項には，放送局が放送法

に違反したとき，無線局の運用停止，運用制

限を命じることができると定められている。さら

に同条3項1号には，同条1項による命令また

は制限に従わないとき，総務大臣はその免許を

取り消すことができる，とある。
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これまでこうした行政処分が行われたことは

ないが，総務省はその可能性を否定していない8）。

Ⅱ－2  番組編集準則をめぐる論議
ここで2つの素朴な疑問が湧いてくる。ひと

つは憲法21条で表現の自由が保障されている

のに，なぜ放送内容に関する規制が存在する

のかということ。もうひとつは新聞，雑誌等の

プリント・メディアは規制されないのに，なぜ放

送だけが規制されるのかということである。

これについては，広い地域の人に一度に伝え

られる放送には，ほかのメディアにはない社会

的影響力があるからという理由と，電波の周波

数は有限で稀少性があるため，放送事業者には

特別な責任が求められるからという理由が主な

ものとして，従来から説明されてきた。日本の

現在の法制はイギリスやアメリカに近く，放送に

規制を課す一方でプリント・メディアには自由な

活動を保障しているが，その根拠としての周波

数帯の稀少性と放送の社会的影響力は，イギ

リスやアメリカでも同様に伝統的に説明されてき

たことである。

しかし，近年，デジタル化によって伝送路の

稀少性が緩和され，社会的影響力についても一

律に論じることが難しくなっている。松井（2013）

は，表現の自由を保障した憲法21条の解釈か

らして，放送内容を規制する番組編集準則は

違憲であるという考えを示している。

そもそも電波周波数にだけ特別の稀少

性が存在するか疑問であるし，稀少性の存

在だけでは免許制や放送内容規制までは

正当化されえない。そのうえ現在では，ケー

ブルテレビや衛星放送の発達により地上波

の稀少性は無意味になっている。さらに

2003年に開始された地上波のデジタル化

によってチャンネル数は数倍に拡大した。

もはや電波周波数の稀少性は存在しない

といってもよい。また放送にだけ特別の社

会的影響力があるともいえないし，画一化

の危険性は放送に固有の問題ではない以

上，これらが放送番組内容の規制根拠と

なりうるのかどうか疑問である。アメリカ同

様9），新聞にはない放送内容規制が憲法

21条に照らして正当化されうるか疑問とさ

れなければならない。 （松井2013: 292）

一方，電波の稀少性や放送の社会的影響力

が薄れたとしても番組編集準則による放送内容

規制を違憲とはしない立場にも学説が分かれて

いる。ひとつは，伝統的理解に代わる“放送

規制の根拠”を打ち出す考え方であり，もうひ

とつは番組編集準則を倫理的な規定とする説

である。

前者の代表的なものが，部分規制論と呼ばれ

る考え方である。米国コロンビア大学のリー・

ボリンジャー教授が確立したこの理論では，放

送とプリント・メディアを区別し，前者のみに規

制を加えることで，その相互作用によって，日々

の生活に必要な基本情報の提供が公平になさ

れ，メディア全体としてうまく機能するという。

長谷部（1992）は，この部分規制論を援用し

つつ，放送と新聞という異なるマスメディア相互

の批判と均衡を通じて，全体としての情報の多

様化を促す一方，政府による放送への過度の

規制を自由な新聞が批判することで，全体とし

て，社会全体の利益につながる基本情報の提

供が可能になるとして，番組編集準則を正当化

している。その一方で，「放送事業者に及ぼす

委縮効果は民主的政治過程の維持，情報の多

様性という目標を著しく損なう」ことから，「番
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組内容に関する規律は放送事業者の自律にも

とづくべきであり，監督機関の介入は，きわめ

て例外的な場合に限定されるべきである」とし

ている（長谷部1992: 105-113）。

また浜田（1990）は，放送の自由には「表現

者が意見を表明し，情報を流布する自由を保障

する側面」（主観的側面）と「いわば受け手の

側から見たものとして，社会に流通する意見や

情報の幅広い多様性を保障する側面」（客観的

側面）の両面が存在しているとしたうえで，放

送の自由は，国家権力との闘いの中で確立され

てきたプレスの自由に比べて，自由の主観的側

面と客観的側面との自然的一体化のシステムが

未だ十全に機能していない「未成熟な基本権」

であると指摘している。したがって，仮に周波

数の稀少性が緩和ないし解消され，プレスに比

べての放送の社会的影響力が特別なものと考え

られなくなったとしても，「放送において両側面

の自然的一体化の機能モデルが適正に働くとい

う期待が，人びとの＜受け止め方＞の中に定着

するに至らない限りは，多様性の確保という客

観的側面の保障のために行う特殊放送的な規

制が，なお認められる余地が存在する」として

いる（浜田1990: 151-157）。

一方，番組編集準則を倫理的規定とする学

説は，前述のような電波の稀少性や放送の社

会的影響力に対する疑問が生じる以前から存在

していた。

内川（1974）は，放送への規制を正当化する

論拠として「周波数稀少説には合理性がある」

と認めたうえで，当時の放送法にもあった同じ

番組編集基準については，「一種の倫理規定

で，違反に対する直接の法的制裁はない。他

面，もし，法的制裁規定をととのえると，放送

番組編集の自由に対する公権力の介入を招きや

すくなるおそれがある」（内川1974: 99）として

いる。

これに対して，現在の政府解釈は，「番組編

集準則は法規範性を有しており，行政処分の

根拠にもなる」というものだが，これは以前から

明確に示されていたわけではない。実は，政府

も長らく，法的規範というより倫理規定とする

見解に立っていたが，前述のテレビ朝日の椿発

言問題以降，番組編集準則は法的規範であ

り，違反した場合には最終的に総務省が判断

するという解釈を明確にするようになったのであ

る10）。

椿発言問題以降，番組編集準則に関する論

文も多くなっているが，準則あるいはそのうちの

政治的公平を求める規定については，法規範

性はなく倫理規範であるとする学説が多い。鈴

木（2016）は，番組編集準則を倫理規範とす

る解釈を政府が「間違いだ」としていることに

ついて，「放送行政は，番組編集準則について

政府とは正反対の解釈が放送の現場における

自由と自律を支えており，それが研究者や弁護

士によって広く支持されていることも考慮に入れ

て謙
けんよく

抑的に行わなければならない」と批判して

いる（鈴木2016: 122-123）。

BPOの立場は，詳しくはⅢで後述することに

なるが，放送法4条の番組編集準則を合憲と認

めたうえで，それはあくまでも倫理規定であり，

行政処分の根拠とするものではないという立場

である。ただし，総務省の見解が異なる中で，

放送法を根拠にした行政圧力が強まらないよう

に，放送による人権侵害や放送倫理違反に厳

しくブレーキをかけるのである。

一方，BPOは放送倫理・番組向上機構とい

う名前が示すとおり，その活動が放送の向上に

つながるものでなければならない。宍戸（2014）

は，「BPOは『放送に携わる者の職責』を適切

に果たさせるための仕組みであり，そういうもの
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としての位置づけがより一層明確に意識される

べきではないか」と指摘する。「放送制度は放

送の社会的影響力を前提としており，その逆で

はない」のであるから，放送に携わる者は，「放

送の社会的影響力を正しく行使し，不偏不党・

真実・自律といった価値にコミットしつつ，番組

準則を日々の番組制作・編集等に活かして，国

民の『知る権利』に奉仕しなければならない」

と述べ，「放送が社会的影響力を失っていくの

であれば，特別の放送規律を維持する必要も

なく，ICT一般へ放送サービスを解消すれば足

りる」（宍戸2014: 19-21）とまで言うのである。

BPOの委員会決定には，「放送に携わる者の

職責」が果たされているか，果たすためには何

が必要かといったことを指摘し，放送現場を励

ますような，いわばアクセルの部分が必ず含ま

れている。

Ⅲ BPOの3委員会

ここからは，BPOの現在の組織とその活動

内容を具体的にみていく。

BPOは任意団体であり，現在は放送倫理検

証委員会（検証委）と放送と人権等権利に関す

る委員会（人権委），放送と青少年に関する委

員会（青少年委）の3つの委員会がある。

BPOは，NHKと民放連が設置した第三者機

関として，組織上もその第三者性を維持するこ

とが重要視されている。

それぞれの委員会の委員は放送局の役職員

を除いて選ばれることになっており，各委員会

の委員を選ぶ評議委員会も放送局の役職員は

含まれない。評議員を選ぶのは理事会の役目

である。理事会は，理事長と理事9人で構成され

ている。発足当初，理事長以外は放送局の関

係者であったが，『発掘！あるある大事典Ⅱ』の

問題のあと，放送局関係者以外の理事を3人に

して第三者性を強めている。

また3つの委員会には，事務局より3〜6人

の調査役が充てられ，情報収集や聞き取り調

査の補佐にあたっているが，調査役は原則とし

て放送局の勤務経験者である。

Ⅲ－1  検証委の判断
検証委は，視聴者意見や放送局からの報告

をもとに，自主的に取材・制作のあり方や番組

内容を調査し，放送倫理上の問題の有無を審

理・審議して，その結果を「委員会決定」とし

て公表する，という役割を担っている。委員の

人数は運営規則で8人以上10人以下となってお

り，現在の委員は，弁護士3人，ジャーナリス

トと大学教授がそれぞれ2人，映画監督とエッ

セイストそれぞれ1人の計9人である。

「審理」と「審議」の違いであるが，「虚偽の

疑いがある番組が放送されたことにより，視聴

者に著しい誤解を与えた疑いがある」と指摘さ

れた場合は「審理」，「放送倫理上の問題があ

る」と指摘された場合は「審議」となる。ただ

し，「虚偽の疑いがある番組」であっても「著し

い誤解を与えた」とまでは言えない場合は「審

議」となる。

審理の結果は，「勧告」または「見解」（勧告

のほうが重い）として，当該放送局に通知され，

一般にも公表される。一方，審議の結果は「意

見」という形で通知，公表される。

検証委には，BPOの機能を強化するという

設立の経緯から強い権限が与えられており，必

要に応じて番組制作者などに聞き取りをしたり，

資料の提出を求めたりする調査権限があるほか，
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専門家による特別チームをつくり，集中的に調

査を行うこともできる11）。

また勧告や見解の中で，放送局に再発防止計

画の提出を求めることもできる。検証委は，こ

うした権限への放送局の協力や遵守の実効性

を確保するため，各放送局と合意文書を交わし

ている。このような合意文書を交わしているの

は，3つの委員会のうち検証委だけである。

委員会運営規則によれば，委員会の議決は

全員一致が原則だが，多数決による場合は，

少数意見を付記することになっている。しかし，

発足当初からこれまで，審議・審理入りするか

どうかや委員会決定の内容は「全員一致」でな

されている。この理由は「10人の委員間で一

致できないような意見を外に向かって発しても，

広範な賛同が得られるはずがないと，委員会発

足時のメンバーで申し合わせた」からだという

（村上2017: 22）。

ここからは，検証委がこれまでに行った委員

会決定を分析していきたい。表1は2018年10

月時点での検証委の委員会決定を一覧にした

ものである。

繰り返される事例

検証委の委員会決定については，塩田（2017）

で，10年間にどのような指摘がなされたかを分

析した。その際，25件の委員会決定（当時）の

中には，類似した事例が多く，したがって同じ

ような指摘が繰り返されていることに注目した。

具体的には，①報道における証言・インタ

ビュー，②バラエティー番組の事実，③選挙を

めぐる放送への「意見」，の3つの分野である。

このうち①は，報道番組でのインタビューや内

部告発などの証言が虚偽であったり，証言した

人が偽装していたりしたものである。委員会決

定では，いずれのケースも報道の基本である裏

付け取材がきちんとされていなかったことが原

因であると厳しく指摘しており，その背景として，

裏付け取材のための十分な時間と体制が整っ

ていないという，組織構造上の問題を指摘した。

②は，バラエティー番組の中でも，情報バラ

エティーや真剣勝負を売り物にした番組で，事

実とは違う内容や演出がされていた事例である。

バラエティー番組は「何でもあり」の自由な発想

が持ち味とはいえ，番組を見た視聴者が当然の

こととして信じていることを裏切る編集をしない

こと，番組の出演者に敬意，配慮をもって対応

することを求めている。

また，バラエティー番組への指摘の中で目立

つのが，制作体制，とりわけ制作会社との関係

である。番組の制作現場にはさまざまな形で番

組制作会社が関わっており，制作会社のスタッ

フはテレビ局にとって欠かせない存在になってい

る。ところが，そうしたスタッフとの情報共有や

コミュニケーションが不足してバラバラの制作体

制になっていたり，テレビ局が制作会社に任せ

きりにしたりといった構造的な問題が何度も指

摘されてきた。

③の選挙をめぐる放送について，検証委は決

定9号，17号，25号と3回の「意見」を公表し

ている。いずれも参議院選挙に関連して，放送

の公平・公正性が問題となった。このうち9号

は4番組が取り上げられたが，その中の2番組

は長野県のローカル番組で，比例代表の非拘

束名簿式の投票の仕組みを報道する中で，長野

県に関係がある4人の候補者を取り上げたもの

であり，その他の政党や候補者に言及しなかっ

た。残りの2番組は，情報バラエティー番組で

選挙の公示後に候補者である特定の議員の名を

挙げて所属政党を当てさせるクイズを出した番

組と，あるタレント候補者が出演した番組を投票

日に再放送してしまったものである。
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表1　検証委「委員会決定」等一覧

決定No. 通知・公表日 事　案　名 対象局 判断内容

1号 2007年8月6日 『みのもんた朝ズバッ！』不二家関連の2番組に関する見解 ＴＢＳ 審理 放送倫理違反

2号 2008年1月21日 ＦＮＳ27時間テレビ「ハッピー筋斗雲」に関する意見 フジテレビ 審議 放送倫理違反

3号 2008年2月4日 『報道ステーション』マクドナルド元従業員制服証言報道に関す
る意見 テレビ朝日 審議

4号 2008年4月15日 光市母子殺害事件の差戻控訴審に関する放送についての意見 在京キー5局・NHK 審議

5号 2009年4月28日 『ＥＴＶ2001シリーズ戦争をどう裁くか』第2回「問われる戦時
性暴力」に関する意見 NHK 審議

2009年7月17日 『情報7daysニュースキャスター「二重行政の現場」』について
の委員長談話 ＴＢＳ

6号 2009年7月30日 『真相報道　バンキシャ！』裏金虚偽証言放送に関する勧告 日本テレビ 審理 放送倫理違反
の程度は重い

7号 2009年11月17日 最近のテレビ・バラエティー番組に関する意見 民放連 審議

8号 2010年4月2日 『報道特集ＮＥＸＴ』ブラックノート詐欺事件報道に関する意見 ＴＢＳ 審議

9号 2010年12月2日 参議院議員選挙にかかわる4番組についての意見
長野朝日放送
信越放送
ＴＢＳ　ＢＳジャパン

審議 放送倫理違反

10号 2011年5月31日 「ペットビジネス最前線」報道に関する意見 日本テレビ 審議 放送倫理違反

11号 2011年6月30日 『“自”論対論　参議院発』に関する意見 日本ＢＳ放送 審議 放送倫理違反

12号 2011年7月6日 『月曜プレミア！主治医が見つかる診療所』『イチハチ』情報バラ
エティー2番組3事案に関する意見 テレビ東京　毎日放送 審議 放送倫理違反

2011年9月22日 東海テレビ放送『ぴーかんテレビ』問題に関する提言 全加盟社

13号 2011年9月27日 『ありえへん∞世界』に関する意見 テレビ東京 審議 放送倫理違反

14号 2012年7月31日 『ｎｅｗｓ ｅｖｅｒｙ.』「食と放射能　飲み水の安全性」報道に関する
意見 日本テレビ 審議 放送倫理違反

2012年10月3日 『めざましテレビ』ココ調・無料サービスの落とし穴」について委
員長談話 フジテレビ

15号 2012年10月4日 『芸能★BANG ザ・ゴールデン』に関する意見 日本テレビ 審議 放送倫理違反

16号 2013年8月2日 『スーパーニュースアンカー』「インタビュー映像偽装」に関する意見 関西テレビ 審議 放送倫理違反

17号 2014年1月8日 2013年参議院議員選挙にかかわる2番組についての意見 関西テレビ　テレビ熊本 審議 放送倫理違反

18号 2014年2月10日 「他局取材音声の無断使用」に関する意見 鹿児島テレビ 審議 放送倫理違反

19号 2014年3月5日 『スッキリ！！』「弁護士の“ニセ被害者”紹介」に関する意見 日本テレビ 審議 放送倫理違反と
まではいえない

20号 2014年4月1日 『ほこ×たて』「ラジコンカー対決」に関する意見 フジテレビ 審議 重大な放送倫
理違反

21号 2015年2月9日 『報道ステーション』「川内原発報道」に関する意見 テレビ朝日 審議 放送倫理違反

22号 2015年3月6日 “全聾の天才作曲家”5局7番組に関する見解
ＴＢＳ　テレビ新広島
テレビ朝日　NHK
日本テレビ

審理
放送倫理違反
があるとまでは
いえない

23号 2015年11月6日 『クローズアップ現代』“出家詐欺”報道に関する意見 NHK 審議 重大な放送倫
理違反

24号 2016年12月6日 『珍種目Nｏ.1は誰だ！？ ピラミッド・ダービー』「双子見極めダー
ビー」に関する意見 ＴＢＳ 審議 放送倫理違反

25号 2017年2月7日 2016年の選挙をめぐるテレビ放送についての意見 全加盟社 審議 放送倫理違反
にはあたらない

2017年9月8日 インターネット上の情報にたよった番組制作について「委員長談
話」 フジテレビ

26号 2017年10月5日 『白熱ライブ　ビビット』「多摩川リバーサイドヒルズ族　エピソー
ド7」に関する意見 ＴＢＳ 審議 放送倫理違反

27号 2017年12月14日 『ニュース女子』沖縄基地問題の特集に関する意見 東京メトロポリタンテレビ
ジョン 審議 重大な放送倫

理違反

28号 2018年2月4日 『とくダネ！』2つの刑事事件の特集に関する意見 フジテレビ 審議 放送倫理違反

 ＊BPOのウェブサイトを参考に作成
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17号で取り上げられたのは，選挙公示の24

日前にインターネットでの選挙運動解禁を扱った

特集企画で，比例代表立候補予定者1人の活

動のみを紹介したニュース番組と，手帳の活用

術を紹介するコーナーに比例代表の候補が出

演している情報バラエティー番組を投票日当日に

放送した事案である。いずれも9号と類似して

おり，こうした選挙報道に求められる公平・公

正性を欠いた放送について，検証委は，放送

倫理違反の判断をすると同時に，こうしたミス

が新たな法規制を招くきっかけや口実となるお

それがあるという危機感を示した。

一方，検証委10年の節目に出された決定25

号は，前の2つの意見書とはかなり違っている。

具体的な事例の検討に入る前に，選挙に関する

放送のあり方について言及している。

まず，放送法の解釈についてである。番組編

集準則を定めた放送法4条1項2号には，「政

治的に公平であること」と規定されているが，こ

れについて，意見書では「法規範ではなく，あ

くまで放送事業者が自律的に番組内容を編集

する際のあるべき基準，すなわち『倫理規範』」

であるとし，行政指導や行政処分の根拠になる

ものではないとしている12）。

そして選挙の放送に求められる公平性とは，

候補者一人ひとりに同じ時間を与えるような

「量的公平」ではなく，放送局が自律的に基準

を判断できる「質的公平」だとしている。さらに

公職選挙法の解釈についても，放送局は「選挙

の公正を害することにならない限りは，選挙に

関する報道と評論を自由にできる」ものだと強

調している。そして問題となった4件の事例を

いずれも放送倫理違反とはしなかった。

公平・公正性を守るというブレーキよりも，

「各政党・立候補者の主張の違いとその評価を

浮き彫りにする挑戦的な番組」をつくるよう背中

を押すアクセルに重点を置いている。放送が公

平・公正を意識するあまりに委縮し，選挙の際

に担うべき職責と使命を果たせていないのでは

ないかという，もうひとつの危機感があったから

である。

光市母子殺害事件の差戻控訴審

検証委の委員会決定は，個別の番組につい

て，放送上の失敗や誤りを検証し，その原因を

探って意見や勧告を公表することがほとんどだ

が，放送全体に関わる問題を発見・検証し，放

送界に問うこともある。

よく指摘されることだが，日本の放送界は時

に同じ方向に一斉に走り出し，途中で軌道修正

が難しくなることがある。そんなときに冷静に事

態を見据え，「王様は裸だよ」と指摘するのは，

検証委の重要な役割と言えるであろう。前述の

決定25号もそのひとつであるが，以下にそうし

た事例を分析する。

最初に取り上げるのは，2008年に出された

決定4号「光市母子殺害事件の差戻控訴審に

関する放送についての意見」である。

この事件は，1999年4月，山口県光市の社

宅用団地の一室に，当時18歳の少年が排水管

検査を装って入り，夫が留守中の主婦（当時23

歳）と幼女（生後11か月）を殺害し，主婦を屍

姦したという凄惨な事件である。少年は，犯行

後財布を奪って逃走したが，4日後に逮捕され，

殺人，強姦致死，窃盗の罪で起訴された。一

審の山口地方裁判所は，被告が犯行時18歳で，

発育途上にあったこと，殺害に関する計画性が

なかったことなどを酌み，無期懲役の判決を言

い渡した。2審の広島高等裁判所もこれをおお

むね支持し，控訴を棄却した。検察側の上告を

受けた最高裁判所は，「死刑の選択を回避する

に足りる特に酌量すべき事情があるかどうかに
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つきさらに慎重な審理を尽くさせるため」として，

広島高裁に差し戻す判断を下した。

問題になったのは，これを受けて広島高裁で

開かれた差戻控訴審をめぐる報道である。

検証委は，ワーキングチームとして委員会内

に「小委員会」をつくるとともに，8放送局の33

本の番組，総時間にして7時間30分を視聴し，

検証を進めた。

その結果，NHKとテレビ東京のストレート

ニュースと，中国放送のそれに近いものを別とし

て，これらの番組は，被告・弁護団と被害者

遺族の主張を対立的に描いたうえで，番組とし

て，被告・弁護団が提示した事実と主張に強く

反発する内容となっていたという。

意見書ではいくつかの例を挙げているが，例

えばある番組の司会者は，被告・弁護団の主

張を「命乞いのシナリオ」と呼び，「万が一にも

このような主張が採用されることはないと思うん

ですが，その万が一がもしあったとしたら，もう

世も末と言わざるを得なくなってしまうというこ

となんですね」と言いながら，その「命乞いの

シナリオ」がどのような文脈や根拠から出てきて

いるかを掘り下げていないため，法廷審理で何

が争われているのか，視聴者にはわからないと

指摘している。

筆者も当時の放送のいくつかを見ているが，

被害者家族への共感の一方で，被告弁護団へ

のバッシングがきわめて激しかったことを記憶し

ている。

意見書では，刑事裁判の当事者は検察官と被

告・弁護人である「当事者主義」や，弁護人に

は被告に対して最善の弁護をする「誠実義務」

が課せられているといった前提的知識が不足し

たまま，被告・弁護団と被害者家族を対立的

に描いており，番組の多くが感情的に制作され

ていた印象がぬぐえないとしている。そうした番

組は，公正性・正確性・公平性の原則から逸

脱し，公正な裁判の実現に害を与えるだけでな

く，視聴者・市民の知る権利を大きく阻害する

というのである。

さらに意見書では，この差戻控訴審の裁判

中，同じような傾向の番組が，放送局も番組も

制作スタッフも違うのに，一斉に放送されていた

ことについて，“集団的過剰同調”という言葉を

使って，日本の放送全体に関わる問題点を指摘

した。

そこにはかつての「集団的過熱取材」に

見られたような，その場の勢いで，感情的

に反応するだけの性急さがなかったかどう

か。他局でやっているから自局でもやる，さ

らに輪をかけて大袈裟にやる，という「集

団的過剰同調番組」ともいうべき傾向がな

かっただろうか。こうした番組作りが何の

検証や自省もないまま，安易な「テレビ的

表現」として定着してしまうことを，委員会

は憂慮している。 （検証委決定第4号: 10）

E. ノエル=ノイマン（2013）が明らかにしたよ

うに，人はある意見が大勢を占めるとそれとは

違った意見を言わなくなる，あるいは言えなくな

る傾向がある。報道現場にいた筆者にも経験が

あることだが，ある事柄に対してマスコミが一斉

に報道してひとつの流れができてしまうと，そ

れに自縄自縛のようになってしまい，流れに沿

わない報道がしにくくなることがある。検証委

は，放送界に限らず，日本のマスコミ全体にも

みられる問題点を具体的に指摘したのである。

ところで，この意見書の中には，こんな一文

がある。

ついでながら，本件の検証作業中，委員
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会は，ある地方放送局の取材クルーが弁

護団の了解のもと，弁護団の側から差戻控

訴審の過程を取材していることを仄聞し

た。それがどのような取材であり，どんな

番組になるのかは不明だが，これも真実に

アプローチするひとつの方法であろう。

 （検証委決定第4号: 20）

ここで取り上げられたのは，東海テレビの阿

武野勝彦プロデューサーの取材班である。弁護

士の職業倫理を考えたいと，当時，バッシング

の嵐の中にいた被告弁護団の取材を始めたとい

うが，経営トップから「会社を危機に晒すのか。

絶対に放送させない」と罵声を浴びせられ，窮

地に立っていたという。しかし，「BPOのこの一

文が闇を照らす光となり，経営者の態度が一変

した」という（阿武野2016: 30-31）。その結果，

制作された番組『光と影〜光市母子殺害事件　

弁護団の300日』は，2008年の放送連盟賞テ

レビ報道番組の最優秀賞に選ばれた13）。

山本（1997）は，現代の日本社会において，

“空気”がある種の絶対的権威のように至ると

ころに顔を出して物事を動かす驚くべき力をふ

るい，それが戦争へと向かうような決定方式に

もつながったと指摘している。この危険な面を

持つ「空気の支配」に無抵抗にならないため

に，日本の民族の知恵として古くからある「水

をさす」という方法が重要だと，山本は説いて

いる。

日本のマスコミが，ひとつの空気に支配され

て一斉におかしな方向に動き出したときに，

BPOが「水をさす」ことの重要性は，この事例

が浮き彫りにしているように思われる。

『クローズアップ現代』“出家詐欺”

次に取り上げるのは，2014年5月に放送され

た『クローズアップ現代』（NHK）において，放

送倫理が問われた事例である。この番組は，

1993年の放送開始以降，この時点で21年以上

にわたって3,700本も放送され，NHKを代表す

る報道番組のひとつであった。

この回のテーマは，「追跡“出家詐欺”〜狙

われる宗教法人〜」で，困窮する宗教法人が多

重債務者を出家させて戸籍上の名前を変えさせ

ることで，住宅ローン詐欺の温床になっている

という内容であった。

ところが放送から10日後，番組の中で出家詐

欺のブローカーと紹介された男性が，週刊誌上

で「自分はブローカーではなく，記者にブロー

カーの演技をするように依頼された」などとして

告発したのである。検証委はこの日の放送とベー

スになった関西ローカル番組『かんさい熱視線』

（2014年4月25日放送）を検証し，「重大な放送

倫理違反があった」とする「意見」を公表した。

問題となったのは，番組での“ブローカーと多

重債務者との相談場面”で，意見書では，「ブ

ローカーの活動実態をはじめ，事実とは著しく

乖離した情報を数多く伝え」たと指摘した。ま

た旧知の2人のやりとりを「隠し撮り」風に取材

しているが，「これは番組のねらいを強調する

あまり事実をわい曲したものだった」と厳しく指

摘している。

取材相手との関係についても，節度ある距離

を保てずに取材者としての自律性を失っている

ことや，スタッフ間で率直な対話を欠き，相互

に健全なチェック機能が働かなかった問題点を

指摘している。そのうえで，NHKが外部委員を

交えて調査委員会を設けてまとめた調査報告書

について，問題が「相談部分がやらせであった」
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という告発によって始まったため，告発への反

論と「やらせと認定すべき事実があったかどう

かに調査の焦点が絞られ，2つの番組の取材・

制作過程についての放送倫理の観点からの検

証が不十分であるとの印象をぬぐえなかった」と

している。

意見書は，全部で28ページにわたっているが，

その25ページ中段から始まる「Ⅵ　おわりに」

には，別の視点から重要な意見が述べられてい

る。それは，「放送の自律」についての指摘で

ある14）。

この番組について，NHKが調査報告書を公

表した当日の2015年4月28日，総務大臣は文

書による厳重注意をした。放送番組の内容を問

題として行われた総務省の厳重注意は2009年

以来であり，総務大臣名では2007年以来であっ

た15）。

総務大臣は，厳重注意の理由は「事実に基

づかない報道や自らの番組基準に抵触する放送

が行われた」ことであり，厳重注意の根拠は，

放送法の「報道は事実をまげないですること」

（4条1項3号）と「放送事業者は，放送番組の

種別及び放送の対象とする者に応じて放送番

組の編集の基準を定め，これに従って放送番

組の編集をしなければならない」（5条1項）と

の規定だとしている。前述した放送法の番組編

集準則に違反しているというのである。

これに対して検証委は，「これらの条項は，

放送事業者が自らを律するための『倫理規範』

であり，総務大臣が個々の放送番組の内容に

介入する根拠ではない」と主張している16）。

その根拠は，「放送による表現の自由は憲法

第21条によって保障」されていることと，放送

法1条2号にも「放送の不偏不党，真実及び自

律を保障することによって，放送による表現の

自由を確保すること」という原則が定められてい

ることである。

この1条2号にある「放送の不偏不党」や「真

実」「自律」を保障するというのは，放送事業者

に課せられた「義務」ではないことは文脈から

明らかなことに思えるが，しばしば誤解されると

いう。意見書では，これらの原則を守るように

求められているのは，政府などの公権力だとし

ている。電波法によって，放送免許付与権限

や監督権限が政府に与えられているため，とも

すればその権限の濫用によって，放送内容へ

の干渉が行われかねない。そうした政府による

政治的な立場からの放送への介入を防ぐために

「放送の不偏不党」を保障し，放送内容への圧

力や干渉を排除するために「真実」「自律」を保

障しているというのである。

したがって，「政治的に公平であること」や

「報道は事実をまげないですること」などを定め

た放送法4条1項各号の番組編集準則も，「政

府が放送内容について干渉する根拠となる法

規範ではなく，あくまで放送事業者が自律的に

番組内容を編集する際のあるべき基準，すなわ

ち『倫理規範』なのである」としている。仮に，

これが法規範だとすると，「あまりにも広汎で

漠然とした規定で表現の自由を制限するものと

して，憲法第21条違反のそしりを免れない」か

らである17）。

これに対して，2015年11月6日，「NHKの番

組に対するBPOの意見についての総務大臣談

話」が発表された。この中で，行政指導は「内

容が放送法に抵触すると認められたことから，

放送法を所管する立場から必要な対応を行った

ものであります」としたうえで，「放送法におけ

る番組準則に違反したか否かは，一義的には

放送事業者が自ら判断するべきものですが，最

終的な判断は，放送事業者からの事実関係を含

めた報告を踏まえ，放送法を所管する総務大臣
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が行うものであります。つまり，放送法の番組

準則は，単なる倫理規範ではなく，法規範性を

有するものであります」と検証委の見解に真っ

向から反論している。

こうした総務省の見解は，当初からのもので

なく，テレビ朝日の椿発言以降に変わったとい

うことはⅡでも述べたが，BPOの意見書がきっ

かけで，改めて放送法4条の解釈がクローズアッ

プされたのである。

こうした中で，著名な映画監督でもある検証

委の是枝裕和委員長代行は，自らのブログの

中で，「放送と公権力の関係についての私見」

を3回にわたって掲載した18）。

この中で，是枝委員長代行は，放送法の4条

が「倫理規定」であることを，条文の成立過程

や過去の国会質疑の議事録など多くの資料を

駆使して論証している。主に放送に携わる人に

向けて書かれたという一連の文章は，是枝監

督の知名度，発信力もあって，放送現場の人た

ちから「放送法4条について初めて知って，力

づけられた」といった反響があったと聞く。

筆者の経験からもそうであるが，放送現場で

放送法4条の解釈が話題になることはほとんど

なく，倫理規定かどうかといったことも，その

議題設定自体を知らない人が大半であったと思

われる。放送現場では，漠然と不偏不党や政

治的公平の立場をとることが当然の義務のよう

に思われていたのが実態ではなかろうか。その

意味では，放送法4条の解釈を俎上にあげ，

倫理規定だという考え方があることを広く示した

意義は大きい。

BPOは，行政指導によってではなく，放送

界が自律的に番組の質を維持・向上させるため

にこそ存在するのであり，その仕組みと実績を

尊重せずに総務大臣による厳重注意が行われた

ことに強く反発したのである。

Ⅲ－2  人権委の判断
次に分析するのは人権委の委員会決定であ

る。人権委は検証委，青少年委と違って，放送

対象者や利害関係者から，「放送によって名誉，

プライバシーなどの人権侵害を受けた」という申

し立てを受けて審理をスタートする。裁判によら

ず自主的な機関として紛争解決にあたる，苦情

処理機関としての役割を担っているのである。

苦情を申し立てることができるのは，原則と

して「その放送により権利の侵害を受けた個人

またはその直接の利害関係人」であり，申し立

てができる内容は，原則として「名誉，信用，

プライバシー・肖像等の権利侵害，およびこれ

らに係る放送倫理違反に関するもの」だが，

「公平・公正を欠いた放送により著しい不利益

を被った者からの書面による申立てがあった場

合は，委員会の判断で取り扱うことができる」

ことになっている。審理の結果は，「勧告」や

「見解」として公表するが，このうち勧告は「人

権侵害」あるいは「放送倫理上重大な問題あり」

とされた場合に出され，「放送倫理上問題あり」

の場合と「要望」や「問題なし」の場合は「見

解」となる19）（表2）。

人権委の現在の委員は，大学教授が4人，

弁護士が3人，ジャーナリズム研究者と洋画家

表2　人権委の判断のグラデーション

勧　告

人権侵害（名誉毀損，プライバシー侵害，肖像
権侵害等）

放送倫理上重大な問題あり

見　解 放送倫理上問題あり

見　解

要望（放送表現，放送後の対応等について局
に要望）

問題なし

＊ 「放送倫理違反」と「放送倫理上問題あり」との違いがわかりにくい
という声があったため，2012年5月以降「問題あり」に統一。
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がそれぞれ1人の計9人である。

人権委の委員会決定は，前身のBRC（1997

年設置）の時代から継続的に出されており，2018

年10月現在までに67件を数える。

人権委の議決も検証委と同じく全員一致を

原則とし，多数決による場合は少数意見を付記

できることになっている。意見は表3のように分

類される。

補足意見と意見は，多数意見と結論が同じで

あるが，少数意見は多数意見と結論を異にする

意見である。表4（216-217p）にこれまでの委員

会決定の一覧を示す。

表4をみて気づくことであるが，これまでの67

件の委員会決定のうち，何らかの意見が付され

たものが30件に及んでいる。このうち22件は，

少数意見すなわち委員会決定の結論とは違う

意見が表明されている。

この点では，同じ運営規則の検証委が，前

述のように全会一致を続けているのと比較して，

大きな違いがみられる。

判例法化する人権委の判断

人権委が扱うのは人権侵害という刑事事件に

も関わる事案だけに，当初から裁判の判例を参

考にしながら判断し，その内容を『BRCの判断

〜6年間の記録』『BRC判断基準2005』『BRC

判断基準2008』『放送人権委員会判断基準・追

補2009』『放送人権委員会　判断ガイド2010』

『同2014』『同2018』として逐次公表している。

これらは判例法的に積み上げられ，人権委の

基本的な資料であるとともに，放送現場で番組

づくりをする際の人権問題の指針になっている。

判断基準や判断ガイドには，各委員会決定

の内容とともに，各委員会決定で指摘された，

取材，制作，放送等での問題点や留意点が書

かれている。これをみると，ひとつの委員会決

定によって複数の留意点が指摘されていること

がわかる。例えば決定40号の「保育園イモ畑

の行政代執行をめぐる訴え」の勧告は，『判断

ガイド2014』の中で，「出演者との打ち合わせ

と放送中のチェック体制」「番組での訂正のタイ

ミングと方法」「名誉感情の侵害」など12か所

の指摘に引用されている。

本稿では，こうした多岐にわたる切り口の中

で，まず人権委の本筋である，放送による人権

侵害の問題がどのように審理・判断されてきた

かを，実例をもとに分析していきたい。

名誉毀損への対応

人権委がこれまでに行った67件の委員会決

定のうち，名誉毀損が問われたものは53件（1

〜18号，20〜31号，33〜35号，37号，39〜42

号，44号，47号，49号，51号，54号，57〜64号，

62〜63号）にのぼる。もちろん複数の人権侵

害や放送倫理違反で申し立てられたものも含ま

れているが，圧倒的に多いのが名誉毀損であ

る。　

具体的な事例において名誉毀損の有無をどう

判断するかについては，裁判の判例に基づく判

断基準とともに，人権委がこれまでに行ってき

た判断が判例のような役割を果たし，その過程

が明確な形に確立してきている。

具体的には，①その番組によって摘示された

事実とは何か，②それが申立人の社会的評価

表3　人権委の「補足意見」「意見」「少数意見」

補足意見 多数意見と結論が同じで，多数意見の理由付け
を補足する観点から書かれたもの

意　見 多数意見と結論を同じくするものの，理由付けが
異なるもの

少数意見 多数意見とは結論が異なるもの
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を低下させるものであったかどうか，③放送され

た内容に公共性・公共目的があったか，④摘示

事実に真実性または真実と信じるに足る相当の

理由（真実相当性）が存在したか，といった流

れである。

これを，決定67号の「沖縄の基地反対運動

特集に対する申立て」についての勧告を例に具

体的にみていく。

この事案は，東京メトロポリタンテレビジョン

（以下，MX）で2017年1月に放送された情報バ

ラエティー番組『ニュース女子』が対象で，この

日の放送は，沖縄県の米軍ヘリパッド建設に反

対する運動を取り上げた。この放送に対して，

人権団体「のりこえねっと」の辛
シン

淑
ス

玉
ゴ

共同代表

は，この番組が「ヘリパッド建設に反対する住

民を誹謗中傷するものであり，その前提となる事

実が，虚偽のものであることが明らか」としたう

えで，自分のことをあたかも「テロリストの黒幕」

として基地反対運動に資金を供与しているかの

ように伝えられ，名誉を毀損されたと申し立てた。

この番組はMXが企画・制作に関わっていな

い，いわゆる「持ち込み番組」であるが，人権

委は「持ち込み番組であっても放送局が放送責

任を負うことは当然」として勧告した。

勧告では，まず「名誉を毀損する事実の摘示

があったか」を検討しており，摘示事実Ａとして

「申立人は過激で犯罪行為を繰り返す基地反

対運動を職業的に行う人物でその黒幕である」，

摘示事実Ｂとして「申立人は過激で犯罪行為

を繰り返す基地反対運動の参加者に5万円の

日当を出している」という2つの事実を摘示して

いると判断した。

これらの内容は番組の中で，直接的に言及さ

れているわけではないが，「一般視聴者は，場

面ごとに放送内容を理解するのではなく，複数

の場面の内容を流れの中で理解する」として，

摘示事実として判断した。この判断の仕方は，

最高裁の2003年の「テレビ朝日所沢ダイオキシ

ン報道事件」判決の判断を踏襲している。この

判決では，テレビ番組は，新聞とは違って音声

と映像によって提供される情報を瞬時に理解し

なければならないため，摘示事実については，

番組の全体構成や発言内容，テロップなどの文

字情報はもとより，映像の内容や，効果音，ナ

レーションなどの内容や放送内容全体から受け

る印象等を総合的に考慮して，判断すべきだと

している。

次に検討するのは，摘示事実ＡおよびＢに

よって申立人の社会的評価が低下したかどうか

である。勧告書では，そもそも基地反対運動を

過激で犯罪行為を繰り返すものとして描いてお

り，摘示事実Ａのそれを「職業的に行う」という

表現や基地反対運動の「黒幕」という指摘は，

申立人の社会的評価を低下させるものであると

している。

次に，放送に公共性・公益性があったかが

検討される。放送によって社会的評価を低下さ

せられたとしても，摘示事実が「公共の利害に

関わり（公共性），かつ，主として公益目的によ

るものであって（公益性），その事実の重要な

部分が真実であるか（真実性），または真実で

あると信じることに相当の理由があること（真

実相当性）」が証明されれば，名誉毀損による

人権侵害にはあたらないことになるからである。

このうち，公共性については，最高裁の「月

刊ペン事件」判決20）を踏まえて，「表現の自由

を保障するという観点から，実質的にその内容

を検討するのではなく，摘示事実の性質を踏ま

えて客観的に判断すべきである」としており，沖

縄における基地の反対運動を取り上げた点で

「公共性があると言える」と判断した。また，MX

が主張するように「他のメディアで紹介されるこ
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表4　人権委「委員会決定」等一覧

決定No. 決定日 事案名 対象局 決定内容

1号

1998年3月19日 サンディエゴ事件報道

NHK 見解 問題なし

2号 TBS 見解 放送倫理上問題あり

3号 テレビ朝日 見解 放送倫理上問題あり

4号 テレビ東京 見解 放送倫理上問題あり

5号 1998年10月26日 幼稚園報道 NHK 見解 放送倫理上問題あり

6号

1999年3月17日 大学ラグビー部員暴行容疑事件報道

日本テレビ 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

7号 TBS 見解 問題なし

8号 フジテレビ 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

9号 テレビ朝日 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

10号 テレビ東京 見解 問題なし

11号 1999年12月22日 隣人トラブル報道 フジテレビ 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

12号 2000年10月6日 自動車ローン詐欺事件報道 伊予テレビ 勧告 人権侵害（少数意見付記）

13号

2001年1月30日 援助交際ビデオ関連報道

名古屋テレビ 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

14号 テレビ愛知 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

15号 中京テレビ 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

16号 2002年1月17日 インターネットスクール報道 日本テレビ 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

17号 2002年3月26日 熊本・病院関係者死亡事故報道 テレビ朝日 勧告 人権侵害（少数意見付記）

18号 2002年9月30日 出演者比喩発言問題 テレビ朝日 見解 番組内，放送後の対応に問題あり（少
数意見付記）

19号 2002年12月10日 福井・産廃業者行政処分報道 NHK福井 見解 問題なし

20号 2003年3月31日 女性国際戦犯法廷・番組出演者の申立て NHK 見解 放送倫理違反（少数意見･補足意見
付記）

21号 2003年12月12日 山口県議選事前報道 テレビ山口 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

22号 2004年5月14日 中学校教諭・懲戒処分修正裁決報道 北海道文化放送 勧告 人権侵害（少数意見付記）

23号 2004年6月4日 国会・不規則発言編集問題 テレビ朝日 勧告 人権侵害

24号 2004年12月10日 警察官ストーカー被害者報道 名古屋テレビ 見解 問題なし

25号 2005年7月28日 産婦人科医院・行政指導報道 NHK名古屋 勧告 重大な放送倫理違反

26号 2005年10月18日 喫茶店廃業報道 毎日放送 見解 放送倫理違反

27号 2006年1月17日 新ビジネス“うなずき屋”報道 テレビ東京 見解 放送倫理違反

28号 2006年3月28日 バラエティー番組における人権侵害の訴え 関西テレビ 勧告 人権侵害

29号 2006年7月26日 若手政治家志望者からの訴え 日本テレビ 見解 迅速・丁寧な対応を要望

30号 2006年9月13日 民主党代表選挙の論評問題 テレビ朝日 見解 問題なし

31号 2007年6月26日 エステ店医師法違反事件報道 日本テレビ 見解 放送倫理違反

32号 2007年6月26日 ラ・テ欄表記等に対する訴え テレビ朝日 見解 適正なラ・テ欄表記を要望

33号 2007年8月3日 広島ドッグパーク関連報道 朝日放送 見解 問題なし

34号 2007年11月12日 部落解放同盟大阪府連幹部からの訴え 毎日放送 見解 表現のあり方等について要望

35号 2007年12月4日 “グリーンピア南紀”再生事業の報道 読売テレビ 見解 問題なし

2008年3月18日 産廃不法投棄業者の隠し撮り報道 福島テレビ 審理入り後の和解成立により解決

36号 2008年6月10日 高裁判決報道の公平・公正問題 NHK 見解 放送倫理違反

37号 2008年7月1日 群馬・行政書士会幹部不起訴報道 エフエム群馬 見解 放送倫理違反
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決定No. 決定日 事案名 対象局 決定内容

38号 2008年12月3日 広島県知事選裏金疑惑報道 中国放送 見解 ホームページでの当該報道の文字情報
は放送と同視せず（意見付記）

39号 2009年3月30日 徳島･土地改良区横領事件報道 テレビ朝日 勧告 重大な放送倫理違反（補足意見・少
数意見付記）

40号 2009年8月7日 保育園イモ畑の行政代執行をめぐる訴え TBS 勧告 重大な放送倫理違反（意見付記）

41号 2009年10月30日 割り箸事故・医療裁判判決報道 TBS 勧告 重大な放送倫理違反

42号 2009年11月9日 派遣法・登録型導入報道 テレビ朝日・朝日放送 見解 構成・表現に関し配慮を求む

2010年2月18日 旅館再生リポート・女将の訴え フジテレビ 審理入り後の和解成立により解決

43号 2010年3月10日 拉致被害者家族からの訴え テレビ朝日 見解 放送倫理上問題あり（補足意見付記）

44号 2010年8月5日 上田・隣人トラブル殺人事件報道 テレビ朝日 見解 放送倫理上問題あり（意見付記）

45号 2010年9月16日 機能訓練士からの訴え TBS 見解 問題なし

46号 2011年2月8日 大学病院教授からの訴え テレビ朝日・朝日放送 見解 放送倫理上問題あり

2011年5月17日 ブランドバッグ販売をめぐる輸入業者からの訴え TBS 審理入り後申立て取り下げ

2012年7月17日 南三陸町津波被災遺族からの申立て NHK 審理入り後申立て取り下げ

2012年8月21日 ストローアート作家からの申立て フジテレビ 審理入り後和解成立により解決

47号 2012年11月27日 無許可スナック摘発報道への申立て テレビ神奈川 勧告 放送倫理上重大な問題あり（補足意
見・意見付記）

48号 2013年3月28日 肺がん治療薬イレッサ報道への申立て フジテレビ 見解 要望あり（少数意見付記）

49号 2013年3月29日 国家試験の元試験委員からの申立て TBSテレビ 見解 要望あり（少数意見付記）

50号 2013年8月9日 大津いじめ事件報道に対する申立て フジテレビ 見解 放送倫理上問題あり

51号 2013年10月1日 大阪市長選関連報道への申立て 朝日放送 勧告 放送倫理上重大な問題あり

52号 2014年1月21日 宗教団体会員からの申立て テレビ東京 見解 放送倫理上問題あり

53号 2015年1月16日 散骨場計画報道への申立て 静岡放送 見解 放送倫理上問題あり

2015年1月20日 大阪府議からの申立て（日本テレビ） 日本テレビ 審理入り後申立て取り下げ

54号 2015年4月14日 大阪府議からの申立て（TBSラジオ） TBSラジオ 見解 問題なし（補足意見付記）

55号 2015年11月17日 謝罪会見報道に対する申立て TBSテレビ 勧告 人権侵害（少数意見付記）

56号 2015年11月17日 大喜利・バラエティー番組への申立て フジテレビ 見解 問題なし

57号 2015年12月11日 出家詐欺報道に対する申立て NHK 勧告 放送倫理上重大な問題あり

58号 2016年2月15日 ストーカー事件再現ドラマへの申立て フジテレビ 勧告 人権侵害（補足意見付記）

59号 2016年2月15日 ストーカー事件映像に対する申立て フジテレビ 見解 放送倫理上問題あり

60号 2016年5月16日 自転車事故企画に対する申立て フジテレビ 見解 放送倫理上問題あり（補足意見付記）

61号 2016年9月12日 世田谷一家殺害事件特番への申立て テレビ朝日 勧告 放送倫理上重大な問題あり

62号 2017年2月10日 ＳＴＡＰ細胞報道に対する申立て NHK 勧告 人権侵害（補足意見，少数意見付記）

63号 2017年3月10日 事件報道に対する地方公務員からの申立て テレビ熊本 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

64号 2017年3月10日 事件報道に対する地方公務員からの申立て 熊本県民テレビ 見解 放送倫理上問題あり（少数意見付記）

65号 2017年7月4日 都知事関連報道に対する申立て フジテレビ 見解 要望あり（少数意見付記）

66号 2017年8月8日 浜名湖切断遺体事件報道に対する申立て テレビ静岡 見解 要望あり

67号 2018年3月8日 沖縄の基地反対運動特集に対する申立て
東京メトロポリタンテ
レビジョン（TOKYO 
MX）

勧告 人権侵害

 ＊BPOのウェブサイトを参考に作成
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とが少なかった『声』を現地に赴いて取材し，

伝えるという意図で制作された」点で，公共目

的もあると認めた。

したがって，MXが摘示事実ＡおよびＢにつ

いて，真実であることを証明できれば人権侵害

は成立しないことになる。

勧告では，摘示事実Ａの「過激で犯罪行為を

繰り返す基地反対運動を職業的に行う人物」に

ついては，真実性の証明を行っておらず，「その

黒幕である」ことについては，「真実性を証明す

るものとは言えない」と判断した。

一方，摘示事実Ｂの「日当5万円を出してい

る」については，支給しているのは交通費であ

り，団体として出しているものであるから真実性

の証明にはならないとしている。

さらに免責事由の真実相当性については，

MXは主張しておらず，提出された資料やヒアリ

ングの結果からも真実相当性をうかがわせるも

のは存在しないとしている。

以上の検討の結果から，人権委は名誉毀損

が成立すると判断したのである。

さらに名誉毀損に関わる放送倫理上の問題

について，①申立人に取材がされていないこと

が明らかであるにもかかわらず考査において問

題にされていないこと，②考査において人種や

民族を取り扱う際に必要な配慮がされていない

ことから，MXの考査のあり方には，放送倫理

上の問題があったと，人権委は判断した。これ

が名誉毀損の人権侵害からスタートする人権委

の判断の典型的な経過である。

プライバシー・肖像権の侵害への対応
人に知られたくない個人情報や私事をテレビ

放送が取り上げた場合に，プライバシーの侵害

に問われることがある。とりわけ，テレビは多く

の映像を扱うため，肖像権の侵害につながるこ

とも多い。

これまでの人権委の67件の委員会決定のう

ち，プライバシーや肖像権に関わるものは，同

一事案を含めて29件にのぼっている。これらも

名誉毀損と同様に判例を前提に判断されている

が，その過程は少し違っており，①放送によっ

て公表された内容がプライバシーにあたるかどう

か，②それがプライバシー侵害にあたるかどう

か，といった順序で判断が行われている。

具体的な例として，決定52号の「宗教団体

会員からの申立て」についての「見解」をみてい

く。この番組は，2012年12月にテレビ東京で

放送された『あの声が聞こえる〜麻原回帰する

オウム』で，オウム真理教の後継団体であるア

レフの活動状況と新たにアレフの信者となった

若者らの様子を伝えた。

番組では，ある男性の顔にボカシをかけ，声

も変えてアレフの信者であると紹介したうえで，

本人が両親に宛てた手紙の内容やカウンセリン

グを受けている会話を「隠し録音」して伝えた。

この放送に対し，番組で紹介された男性は，個

人情報を公開されたうえ，何の断りもなく，公

道で盗撮された姿やカウンセリングの会話，自

宅の外観等を特定可能な形で放送されたとし

て，プライバシー等の侵害を訴える申立書を人

権委に提出した。これに対してテレビ東京は，

「編集に際しては，男性の映像や音声，写真に

は加工を施すなど人権の保護に配慮して放送

し，問題はないと判断している」等と反論して

いた。

人権委は，男性の年齢や出身大学の学部名

の入った門柱の映像，卒業式の写真などを順

次伝えたのを総合すると，友人や同僚など男性

を知る者が，放送で紹介された男性だと特定す

ることはありうるとして，プライバシー侵害が問

題となりうる事実は存在したと判断した。
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名誉毀損の場合は，このあと真実性，真実

相当性の検討に入るが，プライバシーの場合，

それは適用されない。プライバシーというのは，

公表されたくない私事が公表されたのが問題な

のであって，それが真実かどうかの問題ではな

いからである。

そこで次に検討されるのは，放送がプライバ

シーに関わるものであっても，放送の公共性・公

益性との関係で許容されるものであるかどうか

である。この点について，人権委は，オウム真

理教への回帰的傾向がみられるアレフには，な

お危険性があるのではないかという視点ととも

に「若者がなぜオウムへ向かうのか」ということ

を明らかにするという趣旨も含まれ，「本件放送

は，そのような意味で，高い公共性・公益性が

認められる」と判断した。しかし，いかに公共

性・公益性があったとしてもプライバシー侵害に

あたるのではないかという意見とプライバシーの

侵害とまではいえないのではないかという意見

があり，人権委として一致した結論を得ることは

できなかった。

このようにプライバシーを守る利益と公共性・

公益性のために公表する利益とを比較検討して

判断するのは，多くの判例に採用されている「利

益衡量説」という考え方であるが，個々のケー

スで具体的にどう判断するかは，きわめて難し

いことがこの例からもわかる。

こうしたことから人権委は，この事案のプライ

バシー権の問題は論じないということを結論とし，

次に放送倫理の面の検討に入る。

この中では，プライバシーの侵害に関して検

討されたのと同じ事実が違う見方，すなわち人

権侵害とは言えないとしても，放送倫理上の観

点からプライバシーや私生活の平穏に対する配

慮を欠いた点があったかどうかが検討された。

その結果，「本件放送部分に高い公共性・公

益性が認められるとしても，このように申立人

のカウンセリングの内容や私信の記載を明らか

にすることは，その手段・方法において相当な

ものとはいえない」として，放送倫理上の問題

があると判断した。

筆者は，BPOの事例研究会でこの番組を実

際に視聴し，番組の制作者や放送局の関係者，

人権委の委員などの議論を聞いた。番組には，

この問題を伝えたいという制作者の強い熱意が

感じられたのと同時に，取材経験者として，こ

れだけの取材をすることがいかに大変だったか

が推測され，質の高い内容の番組と感じた。そ

れだけに，放送倫理上の問題があるとされたこ

とへの制作者の無念さもよく理解できたし，何

よりこうした取材に果敢に挑戦する制作者が減る

ことが懸念された。

一方で，私信の個人の思春期の心情や信仰に

対する思いを語る部分を明らかにするなど，本人

の承諾なく私生活の領域に深く立ち入ることは，

プライバシーへの十分な配慮があるとは言えな

いというのも重要な指摘であり，とりわけ放送倫

理の観点から検討する際に重さを増している。

このように同じ問題に対して，人権侵害に関す

る判断と放送倫理の判断は，その観点の違い

から結論もおのずと違ってくるのである。

もうひとつ肖像権の観点から，決定24号の

「警察官ストーカー被害者報道」に対する「見

解」を検討する。2004年に出されたこの委員会

決定には，現在大きな問題になっている論点も

含まれている。

この事案では，当時愛知県在住の女性が，

警察官からストーカー行為を受けたとして警察

署に被害届を出した際，名古屋テレビが取材し，

放送した。ところが女性は「取材の際，インタ

ビューは顔出しで放送しないと約束したにもか

かわらず，顔出しで放送されたため，世間から
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興味本位で見られるなど，肖像権を侵害された

のをはじめ，プライバシーなど人権を侵された」

として肖像権やプライバシーの侵害を主張した。

人権委は，この決定文の中で，肖像権の侵

害について確立した判例の考え方を示してい

る。すなわち，肖像権の侵害となる行為があっ

ても，①当事者の承諾があった場合や，②諸般

の事情から当事者の黙示の承諾が認められる

場合，③報道が公共の利害に関する事実に関し

て公益を図る目的でなされ，かつ，その手段・

方法がその目的に照らして相当性を持つ場合に

は，肖像権の侵害の違法性はないとしている

（人権委決定第24号: 5）。

この事案では，①②について，申立人の女性

と名古屋テレビの主張が対立したままで，承諾

があったかどうかを確認することはできなかっ

た。しかし人権委は，この放送は現職警察官の

ストーカー容疑を告発するものであり，もっぱら

公益を図る目的の放送と認められること，女性

がインタビューに積極的に応じていること，さら

に取材・報道の手段・方法も相当性が認めら

れることなどから，③の場合に該当するとして，

肖像権侵害の違法性はないと判断した。

また，この放送がきっかけとなってインターネッ

ト『2ちゃんねる』上で，悪質な誹謗中傷がなさ

れた点については，テレビ報道に際しては「二

次的影響まで勘案し，より慎重な配慮がなされ

るべき」としながらも，「放送を見た第三者によ

るインターネット・サイトへの書き込みによる名誉

毀損・プライバシーの侵害などの被害の発生は，

たしかにそれ自体が深刻な問題であり，今後放

送に際して検討されるべき課題」であるものの，

「それは放送による権利侵害とは別の問題であ

り，そこまで放送に法的および倫理的責任を問

うことはできない」と判断した。

こうした放送とネットとの関連での問題は，そ

の後現在まで頻繁に起きており，大きな課題に

なっている。

一方，プライバシーと肖像権に関連して，人権

委は2014年6月に「顔なしインタビュー等につ

いての要望〜最近の委員会決定を踏まえての委

員長談話〜」を出している。顔の映像にボカシ

やモザイクを施したり，後ろ姿や体の一部だけ

を撮ったりして匿名化したインタビューが増え

ていることについて，「安易な顔なしインタビュー

が行われていないか」という問題提起をしたの

である。この委員長談話では，「高度情報通信

社会において，他人に知られたくない個人のプ

ライバシー，名誉，肖像などはみだりに侵害さ

れることのないよう保護する」必要性を踏まえた

うえで，特に匿名にしなければならない具体的

な理由が見当たらないにもかかわらず，「安易な

顔なしインタビュー」が行われていないだろうか

という指摘である。顔なしインタビューの増加

は，放送の真実性を弱め，行き過ぎた“社会

の匿名化”につながってしまうと危惧されるから

である。

この委員長談話に対しては，「放送現場の厳

しい実態を考慮していない」「安易に顔なしイン

タビューをしているわけではない」といった批判

もあったが，個別の事案に対する委員会決定を

出すだけでなく，そこに共通してみられる課題

について問題提起をしたことには，大きな意味

があったと言えよう21）。

「公平・公正」を欠いた放送への対応

人権委の苦情の取り扱い基準については，

『発掘！あるある大事典Ⅱ』のねつ造問題が起き

たあとの2007年の運営規則改正で，名誉・信

用・プライバシー等に加えて，「公平・公正を欠

いた放送により著しい不利益を被った者からの

書面による申立てがあった場合は，委員会の判
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断で取り扱うことができる」という規定が新設さ

れた（BRC運営規則第5条1項第2号）。

これは，放送法の番組編集準則に「政治的

に公平であること」「意見が対立している問題に

ついては，できるだけ多くの角度から論点を明ら

かにすること」が定められていることから，放送

事業者がその業務を遂行していくためには，人

権委としても公平・公正の実現に一定の役割を

担うことが適切であると考えられたからである22）。

公平・公正に関わることが問題になった委員

会決定は，これまで6件（26号，29号，30号，

36号，41号，44号）ある。

このうち29号は20代の政治家志望の男性3

人が，誤解を与える表現や作為的な編集や演出

の結果，名誉が傷つけられたと申し立てた。30

号は，民主党の衆議院議員の2人が，「政治評

論によって虚偽の事実を摘示され，名誉を毀損

された」と申し立てたものである。

これに対して人権委は「政党や政治団体は，

政治的な思想や信条に基づいて国家・社会に

働きかけ，一定の目的を追求し，実現しようと

する組織体であることから，もともと社会性が

高く，公的な存在として国民からのさまざまな

意見や批判を甘受すべき地位にあるといえる」

「申立人らが民主党の有力な政治家であり，自

らも，メディアを通じて，その批判について反

論する機会を有するだけの政治的な力量をもつ

以上，むしろこのような自由な論評は甘受すべ

き」などとして，いずれも問題なしという判断を

した。

公平・公正性に関わる放送倫理が問われた

のは，政治的な事案だけではない。2008年の

「割り箸事故・医療裁判判決報道」に対しての

「勧告」は，判決報道の公平性が問題になった

ケースである（41号）。

この放送は，TBSの『みのもんたの朝ズ

バッ！』で，男児が割り箸を口にくわえたまま転

倒し，割り箸の先端部分が脳にまで達して死亡

した事故の民事裁判の判決を取り上げた。放送

では，男児の治療にあたった医師の過失が，刑

事裁判で認められたのに民事裁判判決で認め

られなかったことを問題にしたが，この医師は，

事実誤認とねつ造とも言える放送によって名誉

と信用を毀損されたとして申し立てた。

人権委は，番組が，民事裁判判決で医師の

過失が否定された理由について綿密に検討する

ことを怠り，その内容が不正確となったため，

「スタジオトーク部分において公平性を欠くもの

になったと同時に，VTR部分を含めて考えると，

申立人らおよび一般視聴者に対し，構成全体

として不公平感を抱かせるものになった」として，

「重大な放送倫理違反がある」という勧告を公表

した。この事案では，政治的公平ではなく，放

送で取り上げた際に，その人を公平・公正に扱っ

ていたかどうかが問われたのである。

Ⅲ－3  青少年委の判断
青少年委は，前述のように放送番組向上委

員会の流れを汲む委員会で，青少年が視聴す

るには問題がある，あるいは青少年の出演者の

扱いが不適切だと指摘された番組について審議

し，「委員会の考え」または「見解」をまとめる。

「委員会の考え」は，放送局の自主的検討を促

すことを目的にウェブサイトで公表しており，基

本的に検討結果の報告を求めるものではない。

一方，「見解」は，委員の3分の2以上の賛成

があるときに出すことができ，記者会見などで

公表するもので，放送局に自主的検討を要請し，

その具体的検討結果についても報告を求めて公

表する。

また個別番組ではなく，青少年が視聴する番
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組共通の問題について自主的に審議し，「見解」

「提言」「要望」などとして公表している。これ以

外の活動として，中高生のモニターに月1回テレ

ビ番組についての意見を送ってもらい，ウェブサ

イト上で紹介しているほか，年1回のモニター会

議で委員が直接意見を聞いている。さらに青少

年とメディア利用に関する調査を行ったり，テレ

ビ局からの青少年へのおすすめ番組をウェブサ

イトで紹介したりと，多彩な活動を進めている。

現在の委員は，大学教授3人，医師2人，弁

護士とノンフィクションライターがそれぞれ1人の

計7人である。

青少年委の委員会決定
青少年委は，個別の番組を審議する場合は，

放送局の制作担当者との意見交換や書面での

質問を行い，それらをもとに問題点を議論し，

「委員会の考え」や「見解」をまとめるが，「委員

会の考え」は，放送事業者の自主的検討を促す

ことが目的のため，委員会で出た意見や放送局

側の回答などをウェブ上に公表するのみである。

一方，青少年が視聴する番組共通の問題に

ついて，青少年委が公表した「見解」や「要望」

等の委員会決定は，これまでに13件にのぼる

（表5）。

内訳は，要望が5，見解3，提言2，委員長談

話，注意喚起，声明がそれぞれ1となっている。

見解や要望や提言等については，それぞれの

時代の委員会が，事案の内容や公表する内容

に合わせて選択したものとみられ，どれが重い

かなどのグラデーションははっきりしていない。

これらの要望や見解などの内容は，暴力や性

的表現など子どもたちにとって刺戟が強すぎる番

組等について，放送局側に配慮を求める内容に

なっている。

このうち，2009年に出された「青少年への

影響を考慮した薬物問題報道についての要望」

は，芸能人の覚せい剤事件が連日，多くの時間

をかけて報道される中で，それらが青少年に興

味を与えるだけに終わっていないか等の懸念か

ら出されたものである。

この中では，①薬物が個人の健康や社会に

与える深刻な実態を正確に伝

える啓発的な番組制作を求め

るとともに，②薬物の入手方

法や使用方法などについて青

少年の興味を惹起させること

がないような表現や，③薬物

が犯罪組織の資金源になって

いることや薬物使用者の治療

と社会復帰に支援が必要なこ

と，など背景や影響を含めて

多角的に報道することを要望し

ている。

また2012年の「子どもへの

影響を配慮した震災報道につ

いての要望」では，東日本大

表5　青少年委の要望・提言・見解など一覧

2000年11月 バラエティー系番組に対する見解

2002年3月 『衝撃的な事件・事故報道の子どもへの配慮』についての提言

2002年6月 法によるメディア規制に反対し，放送界の自律強化を求める声明

2002年12月 「消費者金融ＣＭに関する見解」について

2004年3月 「子ども向け番組」についての提言

2004年12月 「血液型を扱う番組」に対する要望

2005年12月 「児童殺傷事件等の報道」についての要望

2006年10月 「少女を性的対象視する番組に関する要望」について

2007年10月 『出演者の心身に加えられる暴力』に関する見解について

2008年4月 注意喚起　児童の裸，特に男児の性器を写すことについて

2009年11月 青少年への影響を考慮した薬物問題報道についての要望

2012年3月 子どもへの影響を配慮した震災報道についての要望

2013年3月 東海テレビ『幸せの時間』に関する（委員長談話）

＊BPOのウェブサイトを参考に作成
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震災から1年のタイミングで放送される震災報

道について，子どもたちの震災ストレスに十分注

意することを要望している。

こうした青少年が視聴する番組共通の問題に

ついての「要望」や「見解」等は2014年以降出

されていない。一方，個別番組についての「委

員会の考え」も近年少なくなる傾向があり，2016

年にTBSテレビ『オール芸人お笑い謝肉祭 ’16

秋』で，男性芸人が全裸で走り回るなどの下品

で低俗な表現について指摘して以降，出されて

いない。

この理由としては，ネット上に刺戟的な映像

が氾濫している中で，安心・安全なものとして

のテレビの公共性が見直され，過激な表現その

ものが減っていること，青少年委もテレビの表

現の多様性を考慮し，何度も同じような要望等

を出すことには慎重であること等が考えられる。

前出の『オール芸人お笑い謝肉祭 ’16秋』に

対する「委員会の考え」では，放送局に対し，

「公共の電波を預かるものとして，また，国民

の教養形成の最重要メディアとして，“公共善”

の実現への責任を自覚していただきたい」と求

めるとともに，次のように書いている。

視聴者に豊かな笑いを提供することは，

上品と下品の境界上で，時として表現の限

界に挑戦するような困難な努力が求められ

ることではありますが，多様な価値観が広

まっている現代社会において，自己模倣や

安易な演出に流されることなく，（中略）よ

り神経を研ぎ澄まして，真にチャレンジング

なバラエティー番組を作っていただくことを

期待します。

（青少年委　TBSテレビ『オール芸人お

笑い謝肉祭 ’16秋』に関する委員会の考

え: 3）

Ⅳ 検証委と人権委の
判断の違い

Ⅳ－1  同一事案についての対応
これまでみてきたように3つの委員会は，それ

ぞれの専門領域について，独立性を持って議

論，判断をしているが，一部重なることもある。

特に検証委と人権委は，同じ放送番組につい

て，別々に委員会決定を出したことがこれまで

に3回ある。①2001年にNHKで放送された

ETV2001　シリーズ「戦争をどう裁くか」の第

2回『問われる戦時性暴力』（検証委決定5号・

2009年4月28日／人権委決定20号・2003年

3月31日）と，②2014年に放送されたNHKの

『クローズアップ現代　追跡“出家詐欺”〜狙

われる宗教法人〜』（検証委決定23号・2015年

11月6日／人権委決定57号・2015年12月11日），

③2017年にMXで放送された『ニュース女子』

の沖縄基地問題の特集について（検証委決定

27号・2017年12月14日／人 権 委 決 定67号・

2018年3月8日）の3事案である。

前述したように検証委は，視聴者意見や放送

局からの報告をもとに，自主的に取材番組内

容を調査し，判断するのに対して，人権委は，

「放送によって人権を侵害された」という申し立

てを受けて審理するのであり，その対象も検証

委は放送倫理，人権委は人権侵害であるから，

おのずと違った内容になっている。

このうち，Ⅲ－1でも取り上げた“出家詐欺”

報道に関する委員会決定について，検証委と人

権委の判断内容の違いを具体的にみていきた

い。

まず検証委のこの事案に対する「意見」であ

る。Ⅲ－1では，意見書の「おわりに」に注目し
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たのであるが，ここでは，「重大な放送倫理違

反があった」とする判断の内容を詳しくみてい

く。

前述したとおり，この事案では，番組で出家

詐欺のブローカーと紹介された男性が，「自分

はブローカーではなく，記者にブローカーの演

技をするよう依頼された」などと告発したもので

あり，“ブローカーと多重債務者との相談場面”

がいわゆる「やらせ」ではなかったかが問題に

なった。

これについて，意見書は「この相談場面には，

記者が積極的に『登場人物を仕立てて示し合

わせて演技させ，事実に見せかけた』という意

味での『やらせ』があったとは言い難い」としな

がらも，「視聴者に著しい誤解を与える致命的

な問題があった」と指摘した。そして，事実と

は言い難いものが多数含まれている相談場面

が放送された背景について，①ほとんど裏付け

取材をせず，「情報提供者に依存した安易な取

材」であったこと，②「隠し撮り」であるかのよ

うな場面を「演出」するなど「報道番組で許容

される範囲を逸脱し」ていたこと，③スタッフ間

の対話の欠如，などを挙げている。

そして「重大な放送倫理違反があった」と判

断するにあたって，NHKが自ら定めた「放送ガ

イドライン」を参照し，「NHKのニュースや番組

は正確でなければならない」や「番組のねらい

を強調するあまり事実をわい曲してはならない」

といった規定にことごとく反しているとしてい

る。

一方，人権委の「勧告」では，ブローカーと

紹介された男性が申し立てた「番組による人権

侵害，名誉・信用の毀損」があったかどうかを

まず検討する。番組では，相談シーンと男性の

インタビューが放送されたが，インタビューは匿

名で，映像は肩から下のみ，または顔にボカシ

が施され，音声も加工されていた。人権委は，

それぞれの映像を確認したうえで，いずれも男

性を特定できるものではなかったと判断し，し

たがって男性への「人権侵害には当たらない」

と結論づけた。

次に人権委は放送倫理上の検討に入るので

あるが，まず「なぜ放送倫理を問うのか」につ

いて言及している。人権委の運営規則5条の1

には，「名誉，信用，プライバシー・肖像等の

権利侵害，およびこれらに係る放送倫理違反に

関するものを原則」として取り扱うことが規定さ

れている。この事案では，匿名化の処置がなさ

れているため人権侵害にはあたらないが，放送

倫理上の問題があるかどうかを検討する理由を

次のように説明している。

…たとえ視聴者が申立人と特定できなく

ても，申立人自身は自らが放送されている

ことを当然認識できる。それが実際の申立

人とは異なる虚構だったとすれば，そこに

は放送倫理上求められる「事実の正確性」

に係る問題が生まれる。その意味で，本件

は，申立人が権利侵害を受けたと主張す

る放送内容について，それに係る放送倫

理上の問題があったかどうかを検討すべき

事案にあたる。 （人権委決定第57号: 10）

ややわかりにくいのであるが，人権侵害に関

わる放送倫理違反を検討することは，この事案

の場合，「事実の正確性」に係る放送倫理上の

問題とつながっているというのである。

したがって，以後の検討は，検証委と同じよ

うに事実関係がどうであったかということを中心

に進められる。この勧告書では，人権侵害に

関する判断が3ページほどで終わっているのに

対して，放送倫理上の検討は8ページにわたっ
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ている。

ここでは，相談場面が申立人の男性が主張

するように，記者の指示で「出家詐欺のブロー

カー」を演じていたかどうかというポイントにつ

いて，記者は男性が「出家詐欺のブローカー」

であると信じていたと思われることなどから，

「少なくとも，『記者の指示』の存否に関しては，

申立人の主張に説得力はない」という判断を示

している。また，この撮影の前に，記者と「打

ち合わせ」を行っていることから，「申立人が，

記者の説明を受けて，『自分はブローカーの役

を演じるのだな』と独り合点していた可能性も

否定できない」としている。

人権委は，ここで「やらせ」という言葉は使っ

ていないが，記者が積極的に演技させて事実

に見せかけていたものではないという事実認定

は，検証委の判断と一致している。

問題にしているのは，なぜ，記者が申立人を

「出家詐欺のブローカー」であると信じたかであ

る。この点について人権委は，記者が，申立人

を紹介された取材協力者の話を信用して，「必

要な裏付け取材が欠けていたことは明らか」だ

としている。

勧告書では，民放連とNHKが制定した放送

倫理基本綱領の「報道は，事実を客観的かつ

正確，公平に伝え，真実に迫るために最善の努

力を傾けなければならない」という規定に照らし

て，「放送倫理上重大な問題があった」と結論

した。

この“出家詐欺”報道に関する人権委の「勧

告」と検証委の「意見」とを比較すると，注目

点や検討の進め方に若干の違いはあるものの，

放送倫理上求められる「事実の正確性」を軸

に検討し，判断するという過程は共通しており，

同じ結論に達している。

人権委の運営規則には，「名誉，信用，プラ

イバシー・肖像等の権利侵害，およびこれらに

係る放送倫理違反に関するものを原則とする」

とあるが，この事案では，人権侵害の判断をし

たあとに放送倫理の問題を検討する段階では，

「事実の正確性」を検討することになり，虚偽の

疑いがある番組の放送倫理を扱う検証委と，実

質的に同じ検証になっている。

さらにこの勧告書では，総務大臣が放送法4

条に抵触するとして，NHKに「厳重注意」を行っ

たことについて，「放送法4条は，放送事業者

が依るべき番組編集の基準を定めているが，放

送番組に対し干渉・規律する権限を何ら定めて

いない」として，政府の対応に強い危惧の念を

示している。この点も，検証委の意見書と共通

するところである。

この“出家詐欺”報道に関する「勧告」は，

同じ番組についての検証委の「意見」が出され

た1か月以上あとに出されている。人権委と検

証委とは，それぞれ独立した委員会であると

いっても，前の委員会決定は参照されたであろ

うし，事実の正確性を客観的に検証していけば，

同じ結論になるのは当然と言うこともできる。

仮に，同じ番組についての同じような観点の

放送倫理判断が，同じBPOの検証委と人権委

でまったく違うものになったとしたら，一般の人

たちを戸惑わせることになってしまうであろう。

一方で，同じ判断が出るのであれば，あえて

出す必要があるのだろうか，という疑問が生じ

る。BPOの委員会決定は，その都度新聞，テ

レビで報道され，影響が大きいだけに，BPOが

同じような内容を二度出すことになる点について

は「屋上屋を重ねている」という指摘もある。

この点はひとつの検討課題とも言える。

ここで同じ事案について，検証委と人権委が

判断した，他の2つの例を簡単に振り返る。

このうち，2001年に放送されたNHKの『問わ
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れる戦時性暴力』についての人権委の「見解」

は，2年後の2003年に出された。この番組に

コメンテーターとして出演した人が，「スタジオ収

録後，NHKの制作意図の変更に伴い，何の連

絡もなく発言を改変して放送され，名誉権およ

び著作者人格権を侵害された」などとして申し立

てたからである。

人権委は，人権侵害は認めなかったものの，

「申立人への説明や了解を経ないまま編集を

行ったため，前記のとおりコメンテーターとして

の申立人の人格権に対する配慮を欠き，放送

倫理に違反する結果を招くことになった」として，

放送倫理違反と判断した。

一方，検証委の「意見」は，さらに6年後の

2009年に，人権委の「見解」や2008年に出さ

れた最高裁判決を踏まえたうえで，放送の自主・

自律という別の観点から検証した。そして，「番

組放送前の政府高官・与党有力政治家との面

談とそれに前後する改編指示，および国会担

当局長による制作現場責任者への改編指示と

いう一連の行動について，公共放送NHKに

とってもっとも重要な自主・自律を危うくし，

NHKに期待と信頼を寄せる視聴者に重大な疑

念を抱かせる行為であった」と判断している。

もうひとつは，Ⅲ－2の人権委の判断の例と

して取り上げた『ニュース女子』の沖縄の基地

反対運動特集の事案である。前述のように人権

委は，申立人の女性に対する名誉毀損が成立

するとしたうえで，MXの考査のあり方には「放

送倫理上の問題があった」と判断している。

その3か月前に出された検証委の「意見」で

は，いわゆる「持ち込み番組」であるこの番組

をチェックする「考査」のあり方を詳しく検証し，

「抗議活動を行う側の取材の欠如を問題にしな

かった」こと，「侮蔑的表現のチェックを怠った」

ことなどから「重大な放送倫理違反があった」と

判断している。

いずれも倫理判断に大きな乖離はなかった

が，放送倫理違反を明示するかどうか，「重大

な」がつくかつかないかというグラデーションの

違いはみられた。

このように複数の委員会が同じ問題を扱うこ

とについて，BPOの理事・事務局長を務めた

本橋（2009）は，「こうした状態は多角的な議論

ができるという意味ではプラスだが，視聴者・

市民から見た場合，理解しにくいことも確かだ。

また，同一の番組について一つの委員会で『問

題がない』とされたあとで，別の委員会で問題

点を指摘されるような可能性もあり，そのような

場合，当該放送局には受け入れがたいことにな

る」（本橋2009: 62）と課題を指摘している。

Ⅳ－2 「相当性」による判断の違い
このような同じ事案でなくても，検証委と人

権委で放送倫理の判断の仕方に違いはないの

であろうか。違いがあるとすれば，人権委は人

権侵害と放送倫理について判断するのに対し

て，検証委は放送倫理のみを対象としている点

である。人権委は，人権侵害の判断を行い，別

途放送倫理を検討するのであるが，検証委は

放送倫理に絞って多角的に検討していく。具体

的に両委員会の判断の仕方を「相当性」の観点

から比較・分析していく。

まず，検証委の決定19号の日本テレビ『スッ

キリ！！』「弁護士の“ニセ被害者”紹介」に関

する「意見」である。この事案は，番組でイン

ターネット詐欺の特集を放送した際，詐欺の被

害者として，ネット詐欺専門の弁護士から紹介

された男女2人が出演したのであるが，放送後

に，この2人が実は弁護士の所属事務所の職員

だったことが判明したというものである。
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検証委は，2人が本物の被害者であるかどう

かの裏付け取材をしていなかったという問題点

を指摘しながらも，「放送倫理違反とまでは言

えない」という判断を示した。

その理由は，取材時の状況や弁護士という

肩書を持つ「専門家」に対する信頼から，客観

的な証拠に代わるものとして，ニセ被害者の2

人が「実際の被害者であると信ずるに足る相応

の理由や根拠が存在したと言える」と判断したか

らである。

この判断のもとになっているのは，「仮にのち

になって放送が真実でなかったことが判明した

としても，放送時点において，その放送内容が

真実であると信ずるに足る相応の根拠が存在し

ていたのであれば，その番組の放送倫理上の責

任を問うことはできない」という検証委の指針

である。これは，Ⅲ－2の人権委の判断にも出

てきた「真実相当性」と呼ばれる考え方をもと

に，検証委が独自に定めた指針であり，検証委

の決定1号や6号でも，この指針に基づいた判

断がなされている。

一方，人権委の判断にもこの相当性による免

責が検討された事案がある。委員会決定63号

と64号の「事件報道に対する地方公務員からの

申立て」に関する「見解」である。

この2つは，熊本県で起きた同じ事件報道に

対して，地方公務員の男性が2つの地元放送局

に人権侵害を受けたと申し立てたもので，申し

立ても見解の内容もほぼ同じものになっている。

ここでは，63号のテレビ熊本に対する申し立て

をみていく。

この事案は，酒に酔って抗拒不能の状態に

あった女性の裸の写真を撮影したという容疑で

逮捕された地方公務員の男性が，認めていない

容疑まで認めたなどと，悪質な犯行を行ったよ

うに報道され，名誉を毀損されたなどとして申し

立てたものである。

人権委は，まず放送が伝えた内容として，男

性は①わいせつ目的をもって意識がもうろうとし

ていた女性を同意のないまま自宅に連れ込み，

②意識を失い横になっていた女性の服を同意な

く脱がせ，③意識を失い抗拒不能の状態にあ

る女性の写真を撮った，④（①ないし③の）事

実を認めている。さらに⑤薬物などによって女

性が意識を失った疑いがあり，警察はこの点も

申立人を追及する方針である，という5項目の放

送内容を確認した。

そのうえで，③については，逮捕の被疑事実

であり，申立人も認めている事実であるから，

真実性があると考えられるが，①②④⑤につい

ては，「警察の見立てに過ぎなかったという可

能性があり，判決もなく，その他の証拠もない」

などから「真実性の証明はない」と判断した。

しかし，警察署の副署長の「明解とはいいが

たい説明」を受けて，取材する側が，「真実で

ある可能性が高いと信じたことについて，相当

性を認めうる」として，「名誉を毀損したとは判断

しない」と結論づけた。

続いて人権委は，この事案の放送倫理上の問

題を検討している。ここでは，「犯罪事実が確

定しておらず，また，他の裏付けもない逮捕直後

の段階で，明確とはいいがたい部分のある警察

当局の発表のみに依拠して，特段の留保なく，

事件に至る経緯の部分までも真実であるように

印象づけている」として，放送倫理基本綱領の

「報道は，事実を客観的かつ正確，公平に伝え，

真実に迫るために最善の努力を傾けなければな

らない」との関係などから「放送倫理上の問題

がある」と判断した。

この見解に対しては，人権委の9人の委員の

うち3人から，結論を異にする「少数意見」が付

されている。このうち，委員の中でただひとり，
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放送ではなく新聞ではあるが，報道現場の経

験がある奥武則委員長代行（当時）は，この事

件を伝えた新聞3紙の記事と放送内容が一致

することを検証したうえで，副署長の発表・説明

について，委員会決定の指摘するような「明確

とは言い難い説明」があったとは考えにくく，む

しろ「副署長の発表・説明は明確だったと考え

るべきである」と主張している。

そのうえで，「本件放送は，容疑者の逮捕を

受けた直後の事件報道の流れとして，一般的

にみられるものである。内容的にも警察当局の

発表・説明を逸脱した部分はない。私は本件放

送に放送倫理上特段の問題があったとは考えな

い」としている。

筆者は，この人権委の記者発表会見の場にい

たが，民放キー局から「この見解を受けて当該

局の現場が，これからどうしたらいいのかわか

らず困惑している」という報告があったほか，人

権委の判断に反発する意見が相次ぎ，会場が

険悪な空気に包まれたことを記憶している。

ここで，検証委と人権委の放送倫理違反の判

断における「相当性」の使われ方を改めてみてみ

よう。前述の検証委の決定19号，弁護士がニセ

被害者を紹介した事案では，テレビ局側が弁護

士を信じて本物の被害者と思ってしまったことに

は相当性があるとして，検証委は「放送倫理違

反とまでは言えない」と判断した。

一方，熊本の地方公務員の事案では，人権

委は相当性を理由として名誉毀損とは判断しな

かった。つまり相当性を人権侵害の判断基準と

して使ったわけである。これは，名誉毀損など

が争われた裁判の判例にしたがっているもので

ある。ところが，次に放送倫理違反を検討する

ときには，この相当性の判断基準は使われてい

ない。この理由について，人権委は次のように

述べている。

…テレビ熊本が真実と信じたことに相当

な理由を認めうると判断したことは既に述

べたとおりであるが，ここでの「相当性」

は，名誉毀損（＝権利侵害）という重大な

結論に結びつくという意味で取材過程や取

材結果の判断に問題があったか否かを判

断するものである。委員会では，一部に異

論はあるものの，この意味での相当性がな

いとまでは判断しなかった。しかし，取材

のあり方や表現のしかたに関する放送倫理

上の問題は，放送による権利侵害の成否

を分ける相当性の有無の判断とは異なる問

題である。 （人権委決定第63号：17）

ここでは，名誉毀損（＝権利侵害）という重

大な結論を判断するものとして，「相当性」を捉

えており，放送倫理上の問題は，相当性の有

無の判断とは異なる問題だとしている。名誉毀

損（＝権利侵害）は，刑事裁判における有罪の

判断にもつながる重大なものであるのに対して，

放送倫理違反は，それとは位相の違う問題で

あり，相当性の有無の判断を必要としないとい

うのである。

この点が，相当性を放送倫理違反の判断の

指針のひとつにしている検証委とは，大きく違っ

ているところである。相当性の基準を適用するか

どうかは，放送倫理違反かどうかの結論を左右

する大きな問題であり，このことは同じBPOの

中で，検証委と人権委の放送倫理違反の判断

の仕方に，一部とはいえ違いがあることを示し

ている。

筆者は法律の専門家ではないため，この相

当性の扱いの違いがいかなる意味を持つのかを

これ以上論じることはできない。ただ検証委と

人権委の委員会決定を読み込んでいった結果

として，その違いに気づいたにすぎない。しか
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し，相当性の指針は検証委の委員会決定にお

いてたびたび使われており，検証委の放送倫理

の判断に占める割合はけっして小さくはないだ

けに，放送倫理の判断基準として相当性を使

わない人権委との違いは，気になるところであ

る。検証委と人権委が同じ事案を取り上げるこ

とがある中で，その判断基準が違えば，ともに

BPOの委員会である2つの委員会が，同一事

案について違った倫理判断を下す可能性がある

だけに，検討が必要であろう。

Ⅴ 考察と展望

Ⅴ－1  活動の意義
ここまでBPOの歴史を振り返りつつ，3委員

会の委員会決定の分析を通じて，その活動内

容をみてきた。その歴史から明らかになったの

は，BPOは更地に設計，建築されたようなもの

ではなく，それぞれの時代の要請に基づいて，

“増築”，“改築”を繰り返してきた組織であると

いうことである。そもそも放送界がつくりたくて

能動的に設立したというより，放送をめぐる問

題や不祥事をきっかけに放送への圧力や規制

が懸念される中で，受動的につくったのがBPO

であり，その後も新たな問題や不祥事をきっか

けに，組織の“増築”や“改築”がなされてき

たのである。

その経緯の中で生まれ，成長してきた現在の

3つの委員会は，歴代の委員の長年の議論の

中で，そのあるべき姿が鍛え上げられ，現在に

至っている。これまでみてきたように，放送倫理，

人権侵害，青少年というそれぞれの分野の中で，

放送の行き過ぎをたしなめ，強く改善を求めて

きた。個別の番組の検証だけでなく，バラエ

ティー番組全体についてそのあり方を論じたこと

もあれば23），Ⅲ－1の光市母子殺害事件の事

案で取り上げた“集団的過剰同調”のように，

日本の報道全体の問題点について警鐘を鳴ら

したこともある。それが今の放送の健全化，番

組内容の向上につながったことは明らかであり，

この面でBPOが果たしてきた役割はきわめて大

きい。

また放送に対して政治や行政から圧力が懸

念されるときには，委員会決定の中で厳しく批

判し，対峙してきた。日本の放送制度では，前

述のように放送局が行政官庁から直接，監理・

監督されているだけでなく，地上デジタルへの

転換時にみられるように放送と行政がいわゆる

護送船団方式で一体となって取り組んでいる中

で，この点については，BPOだけが孤軍奮闘

しているようにみえることもある。

村上徳（2017）では，総務省が2009年に3

本の番組について立て続けに行政指導を行った

際に，検証委が委員長談話を出して批判したと

ころ，そのあと6年近く総務省の行政指導が行

われなかったことを指摘している（村上徳2017: 

21-22）。

番組内容に関する行政指導は，「頻繁に行

われた時期と，そうでない時期とが明確に分か

れている」（村上聖2015）ため，一概に言えな

い面もあるが，BPOという第三者機関による自

主規制によって，放送界の自主・自律が守られ

てきたことは否めない事実であろう。

清水（2009）では，BPOのような第三者機関

は，表現の自由（言論・報道の自由）の本質か

らすれば，ないに越したことはない“必要悪”

のような存在かもしれないとしたうえで，その存

在が表現の自由などメディアの理念と矛盾しな

いためには，①正当性②実効性③公正性④謙
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抑性の4つの要件が必要だとしている（清水・

2009: 29-34）。

このうち①の正当性は，法律によって担保さ

れたものではないだけに具体的な行動や成果が

決め手になる。その意味では，委員の人選の

③公正性を確保しつつ，放送局側も不満があっ

ても委員会決定に原則的に従ってきたことで，

②の実効性も保たれてきた。その結果として

BPOの活動の正当性も国民に理解されてきて

いるのではないか。これを支えているのが④の

謙抑性であろう。謙抑とは，謙譲な態度で自己

を抑制することである。メディアの言論・表現

の自由を守りつつ，人権など市民の権利を擁護

しメディアの質を高めるというジレンマの中で，

BPOの各委員会が放送現場を委縮させないよ

うにメディアの自律性を最大限尊重するという

謙抑性を持ち続けていたことは，これまでの委

員会決定から十分読み取れることである。

こうして放送局と視聴者の利害を調整しつつ，

時には行政権力と対峙しながら，放送の表現

の自由と自律を守り続けたBPOの各委員会の

活動の功績はきわめて大きいと言える。

Ⅴ-2  各委員会の役割分担
その一方で，BPO全体としてみたときに，当

初の全体設計図を持たなかった弱点が垣間見

えるように感じられる。Ⅳでみてきたような検証

委と人権委の放送倫理違反の判断基準の違い

も，そのひとつであろう。

BPOの3つの委員会は，その時代の中での

必要性から生まれ，それぞれの歴史を重ねなが

ら現在に至っている。その違いは明確である。

人権委は，検証委ができる前のBROの時代

から，放送への苦情処理機関として，人権侵

害の有無の判断とともに放送倫理違反の有無

を判断してきた。それは，『発掘！あるある大事

典Ⅱ』の不祥事を受けて，検証委が誕生しても

変わらず，むしろ放送倫理に関する取り組みは

強化されている。前述したように2007年に人権

委の運営規則が改正され，「公平・公正を欠い

た放送により著しい不利益を被った者からの書

面による申立てがあった場合は，委員会の判断

で取り扱うことができる」という規定が新設さ

れ，人権委の放送倫理違反の判断が，よりき

め細かく行われるようになったのである。

改正以前は，まず人権侵害について判断した

あと放送倫理上の判断が行われ，人権侵害と

判断された場合には，放送倫理違反に言及し

ていない。改正以後は，人権侵害と判断された

場合でも，放送倫理についての判断をしており，

人権侵害よりも放送倫理違反の判断を先にする

という方式も試みられている24）。つまり，かつ

ては人権侵害という重大な問題を，申し立てを

受けて判断することが主で，人権侵害にあたら

ないと判断された場合に，放送倫理の有無を

判断するというような形であったのが，常に，

人権侵害と放送倫理違反の2本立ての判断が

されるようになってきているのである。

この結果，人権侵害と放送倫理違反は同等

の重みとなっており，人権委で人権侵害にあた

らないと判断されても，放送倫理違反と判断さ

れれば，放送局にとって裁判の有罪と同じ意味

合いを持つことになる。

前に紹介した熊本の地方公務員の申し立て

で，人権委が人権侵害を認めず，放送倫理上の

問題があると判断した事案について，全国紙が

どういう見出しで報じているかをみてみると，産

経新聞が＜BPO，熊本2局の人権侵害認めず＞

という見出しで報じているのに対して，朝日新聞

が＜熊本の2局に「倫理上問題」BPO＞，毎日

新聞が＜BPO　2局に「放送倫理上問題」＞，



231

放送の自由・自律とBPOの役割

読売新聞が＜熊本テレビ局2社　番組「倫理上

問題」　BPO見解＞と，放送倫理違反に注目し

た見出しとなっている。NHKニュース，時事通

信ニュースも同様の扱いになっている。

人権委が判断したのは，人権侵害の有無と

放送倫理違反の有無であるが，ニュースでは，

いわば有罪か無罪かが重要であり，「BPOが，

放送倫理上問題があると判断した」ことが，見

出しになるのである。

この背景には，検証委の放送倫理に関わる

判断が定着し，一般によく知られるようになっ

たことが挙げられるが，一般の人たちにとって，

BPOの知名度は高まっているものの，検証委と

人権委の違いは，それほど認知されていないこ

とも考えられる。

こうした中で，同じ番組の放送倫理違反の有

無について同じBPOの2つの委員会が別々に

判断することがあるというのは，やはり違和感

があるし，Ⅳでみたように相当性の扱いなどを

めぐって，人権委と検証委の放送倫理違反の

判断基準が一部違っているのも気になるところ

である。

両委員会の委員会決定をつぶさにみると，そ

もそも放送倫理というものに対する理解，考え

方も両委員会では微妙に違っているようにみえ

る。検証委は，発足当初から，放送倫理とは

何かということを考え，このテーマを深めてきた

経緯があり，委員会決定の中でもしばしば，放

送倫理とは何かについて言及している25）。

検証委，人権委とも，放送倫理の判断の拠り

どころとしているのは，NHKと民放連が1996年

につくった約800字の「放送倫理基本綱領」と，

これに基づいてつくられた民放連の「放送基

準」やNHKの「番組基準」，あるいはガイドライ

ンである。

しかし検証委は，「倫理」と「法律」とはまっ

たく性質が違うため，これらを参照するものの，

具体的な問題にあてはめると違和感が出てく

る場合もあるとして，「この問題では，いったい

なにが一番ふさわしい対応になるのか」という

ことをひとつひとつ丁寧に検討しなければなら

ないとしている（BPO放送倫理検証委員会・

2012: 6-7）。

一方，人権委はこれまでみてきたように人権

侵害の問題との関係の中で放送倫理を捉えてお

り，委員会決定の中でも，「放送倫理基本綱領」

や「放送基準」，「番組基準」を法律と同じよう

にあてはめて判断しているケースが目立つ。人

権委が，人権侵害だけでなく放送倫理違反に

ついてもきめ細かく判断するようになったとはい

え，2つの判断をそれぞれ完全に「独立」で行

うのは難しいことである。同じ事実関係の事案

について，人権侵害があったと判断したあとに

放送倫理違反もあったと追い打ちをかけるのは

難しい面もあるだろうし，逆に，人権侵害がない

と判断したうえに放送倫理違反もないと判断す

ることは，放送倫理違反だけを判断するのに比

べてハードルが高くなるのではあるまいか。実際

に人権委の委員会決定一覧をみても，人権侵害

と放送倫理違反を併記しているものはない26）。

人権委が放送倫理違反の判断を継続するので

あれば，弁護士，法律家が多数を占める委員

のメンバー構成を見直し，放送をよく知る人を加

えるといったことも検討する必要があるかもしれ

ない。むろん，委員会の第三者性の維持を最

優先に考えたうえで検討すべきことではあるが。

そもそも人権委は，その名のとおり，人権侵

害の問題について，申し立てを受けて審理し，

判断するというのが主であったのだが，放送倫

理違反の判断の比重が増すことで，人権侵害の

有無の判断が後景化し，注目されないようにな

るとしたら，きわめて残念なことである。人権
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委は，人権侵害という重大な問題に関わる判断

をすることをメインとし，放送倫理違反について

は“要望”といった形にして，検証委の放送倫

理違反の判断と差別化することが必要になって

いるように思われる。

Ⅴ－3  BPOとしての取り組み
BPOの3つの委員会は，独立性がきわめて

高い組織である。それぞれの委員会は，独立し

て，自由に議論し，放送局とも交流しながら，

放送をめぐる問題に対処し，それぞれ新たな放

送倫理を築いてきた。3委員会の独立性はしっ

かりと確保されてきたのであるが，その反面，3

委員会の連携，BPO全体としての活動につい

ては，課題が指摘されている。

BPOの前理事長の飽戸弘は，「3委員会の

体制の強化，BPO全体の活動の意義・役割の

再確認などが，必要な時期に至っているように

思います」と述べている（BPO2014: 2）。

2003年のBPO発足の年に「視聴率調査不

正操作問題」が明らかになった際には，当時人

権委（BRC）の委員長だった飽戸が，「放送業

界の信頼に関わる重大事なのでBPOとして声

明を出す必要があるのではないか」と，当時の

清水英夫理事長に相談した結果，「3委員長声

明」が出されたという。また翌2004年に，総務

省が，人権委の勧告を受けたテレビ局に対し，

厳重注意の行政指導を行った際にも，3委員長

による抗議の声明を公表している（BPO2014: 

4-5）。

その後，こうした3委員長声明は出されてい

ないが，前述したように『クローズアップ現代』

の“出家詐欺”報道について，総務大臣が，放

送法4条に抵触するとしてNHKに厳重注意し

た際には，検証委と人権委がそれぞれの委員

会決定の中で，4条は放送番組に干渉する根拠

にはならないと主張した。両委員会の目的ある

いは運営規則からみて，これらが委員会として

のぎりぎりの対応であったと思われるが，とす

るならば，3委員長あるいはBPOとしての対応

ができなかったのであろうか。こうした事柄は，

委員会決定の中で言及するのではなくBPOとし

て出すべきであるという意見に対しては，BPO

が政治化することを危惧する声もある27）。

しかし，3委員会の連携，協力ということは，

過去にできたことであり，前述したように，BPO

の理事長や事務局長がその必要性を指摘して

きたことでもある。各委員会の独立性を踏まえ

たうえで，検討が必要ではないか。

Ⅴ－4  放送局側の課題
BPOの検証委の委員会決定に同じような事例

が繰り返し登場することは，塩田（2017）で検

証したが，その原因のひとつはBPOの指摘が

放送現場に浸透していないことが考えられる。

委員会決定の文章は，放送の問題が起きた詳

しい経過から原因，対策まで細かく指摘してあ

り，放送現場にとっては生きた教材になりうる

ものなのであるが，どれだけの人たちに共有さ

れているのであろうか。

放送現場はきわめて忙しい職場であり，長文

の決定文を読む時間がなかなかとれないのはあ

る程度理解できるが，職場で機会をつくること

やリーダーが読んで伝えるなどの対応が必要に

なっていると思われる。

また委員会決定でたびたび指摘されている制

作体制の構造的な問題として，放送現場にさま

ざまな形で制作会社が関わっていながら，制作

会社のスタッフと情報共有がされていないことが

挙げられる。多くの委員会決定を「他山の石」と
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して，同じような過ちを繰り返さないための平

常時の取り組みが望まれる。

一方で，実際にBPOから人権侵害や放送倫

理違反が指摘された場合，コンプライアンスや

危機管理の観点から，いくつもの再発防止策が

とられるのである。それが「羹に懲りて膾を吹

く」といった形で，現場を息苦しくさせていない

か，注意が必要である。問題点を指摘する側

の検証委自身も次のように指摘している。

放送局に不祥事が起きると，再発防止

策はどうしても制作現場の管理を強化する

という方向に傾きがちである。新たな防止

策によって報道現場の管理が必要以上に

強化され，「情報源の秘匿」を損なったり

事件の真相に迫る取材活動の委縮を招く

ことがないよう十分な配慮を期待する。

 （検証委決定第23号: 27-28）

Ⅴ－5  多メディア時代の中で
放送をとりまくメディア状況が変化する中で，

BPOが取り扱う人権侵害や放送倫理のあり方

も大きく変化しつつある。名誉毀損やプライバ

シーなどの人権侵害も，一過性の放送の問題だ

けでなく，放送された映像がネット上に拡散し，

検索エンジンによって，長い期間にわたって存

在し続けることを前提に考えなくてはならない

時代である。マスコミが堅持してきた実名報道

の原則も，ネットメディアとの関係で揺らぎつつ

あるのが現実である。

放送法による規制も，かつては新聞，雑誌と

いったプリントメディアとの対比で語られていた

ことが，今やネットメディアとの関係で語られる

ことが多くなっている28）。すなわち放送と通信

の融合によって，その境界が限りなくあいまい

になっている中で，同じようなニュースや娯楽を

提供していながら，放送法によって規制されて

いる放送と何ら規制がないネットとの違いは何

か，ということが問われているのである。

そもそもBPOができたのは，公的規制を受け

ずに済むような自主規制を担保するためであり，

その意味では放送規制が存在するからBPOが

存在するのであるが，これに関連して2018年に

は注目すべき動きがあった。

安倍政権が検討している放送制度改革の方

針案として，「放送法4条を撤廃する」という

ニュースを共同通信が報じたのである29）。

この方針案には，ほかにも「放送のソフト・

ハードの分離の徹底」や「NHKには番組内容

に関する規律を維持し，番組を放送と同時に

ネット配信することを容認する」といった内容も

含まれており，内閣府の規制改革推進会議の

答申に反映させる見込みだと伝えられた。

その後，新聞各紙，各放送局もこのニュース

を報じたが，民放各社は「放送特有の規制を撤

廃して，通信と同様に扱うというのは，放送が

果たしてきた公共的役割，通信との違いについ

て考慮されていない」30）などと反発したほか，野

田聖子総務大臣（当時）も「放送法4条を撤廃

した場合には，例えば，公序良俗を害するよう

な番組や，事実に基づかない報道が増加する可

能性が十分考えられる」31）と懸念を示した。こ

うした中で，規制改革推進会議は6月4日に答

申を出したが，放送法4条の撤廃は見送られ，

答申には盛り込まれなかった。

一連の動きの中で浮かび上がったのは，放送

法4条が放送界にとって，相反する2つの面を

持っている事実である。ひとつは，放送規制の

もとになる法律として，解釈によっては公権力

による行政処分の根拠にもなるという，放送界

にとっては，あまり好ましくない面である。
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もうひとつは，現実的な効用として，放送法

4条が放送の公共性，信頼性を担保するという

面を持つことである。ネット上にフェイクニュース

や誤った情報があふれている中で，放送法4条

によって規制されているがゆえに，放送は信頼

される，正確な情報を伝える公共的なメディア

であることが保障されるということである。

後者の面は，インターネットがメディアとして成

長し，放送と同じようなサービスを行うように

なって俄かに重要性を帯びてきたことであり，規

制改革推進会議の4条撤廃の動きに対して，民

放各社が反発した背景にもなっている。

放送界が，規制の根拠になりかねない放送法

4条を支持する方向に向かっているのは，多少の

ねじれ感は否めないが，放送法4条の番組編集

準則をBPOの指摘するように倫理規定とする

ならば，後者の放送の信頼性，公共性を担保

するという考え方も説得力を持つ。

それ以前に，放送界はBPOという第三者機

関を活用して，放送の信頼を守るための自主規

制活動を行ってきたのである。それは，放送番

組向上協議会のころから数えると半世紀近く，

BPOになってからでも15年の実績があり，この

間に放送倫理のあり方，考え方もより深められ

てきている。

それだけに，フェイクニュースや誤情報を含め

て膨大な情報があふれたメディア空間の中で，

これから放送が公共性を持ち続けることができ

るかは，BPOがこれまでの積み重ねを生かして，

その責任を果たしていけるかどうかに大いに関

わっている。今後，放送の同時再送信等によっ

て，ますます放送と通信の垣根がなくなってい

くと予想される中で，BPOは，放送がこれまで

担ってきた職責を果たし続けることを，これまで

以上に厳しく求めていかなければならない。

 （しおた こうじ）
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注：
1）BPOウェブサイトより

https://www.bpo.gr.jp/?page_id=912
（2018年10月現在）なお，BPOの各委員会の委
員会決定，委員会のメンバー等もウェブサイトに
掲載されている。

2）ドキュメンタリーなど事実に基づくテレビ番組の制
作にも，一定範囲の演出が表現上必要になるが，

「やらせ」という言葉によって，事実のねつ造と区
別されないまますべて否定される傾向があった。
制作者が委縮する懸念もあったため，民放，NHK
とも「やらせ」と演出の関係を論じる番組をつくっ
た。

3）やらせ問題などが起きる中，有識者と民放の編成
責任者が意見交換する場として，1992年11月に
設置された。椿報道局長の発言は第6回の会合
でのことである。

4）放送番組向上委員会が2002年に改組されたもの
で，有識者だけで構成されていた委員にNHKと
民放の編成責任者が加わっていた。

5）「放送法の一部を改正する法律案」53条8の2　
（2007年4月6日国会提出）

6）年表にある神戸の小学生連続殺傷事件や1998年
の和歌山毒物カレー事件では，多数の取材陣に
よる過熱取材が問題になった。

7）電波監理委員会については，村上聖一（2010）
に詳しい。

8）2016年2月8日の高市早苗総務大臣答弁（第190
回国会衆議院予算委員会会議録第9号）「電波の
停止は絶対しない，私のときにするとは思いませ
んけれども，ただ，将来にわたって，よっぽど極
端な例，放送法の，それも法規範性があるという
ものについて全く遵守しない，何度行政の方から
要請をしても全く遵守しないという場合に，その
可能性が全くないとは言えません」。

9）アメリカのＦＣＣ（連邦通信委員会）が1987年に
公正原則（Fairness Doctrine）を撤廃したのも，
こうした考え方に沿うものである。ケーブルテレビ
の進出等によってメディア状況が変化する中で，
電波の稀少性は失われ，国民がすでに多様な見
解に接しており，公正原則の存在はかえって危険
であると指摘している。

10）鈴木（2016: 123-124）
11）委員会決定6号の日本テレビの『真相報道 バンキ

シャ！』の裏金虚偽証言の事案では，弁護士3人
と委員2人の計5人で「特別調査チーム」を編成
し，調査を進めた。

12）この考え方は，検証委の決定23号「『クローズ
アップ現代』“出家詐欺”報道に関する意見」や

人権委の決定57号「出家詐欺報道に対する申立
て」の勧告でも言及されている。

13）阿武野プロデューサーは，検証委の10周年を記念
して2017年3月に開かれたシンポジウムでもこの
体験に言及し，BPOの役割の重要性を訴えた。

14）検証委の川端和治委員長（当時）もBPOの年次
総会等の場で，この意見書の「おわりに」が特に
重要だと述べている。

15）村上（2010）では，番組内容に関する行政指導
とBPOの各委員会による勧告・見解・提言を分
析しているが，行政指導は頻繁に行われた時期と
そうでない時期とが明確に分かれ，その頻度には
偏りがみられるという。

16）これについては，人権委も決定57号「出家詐欺
報道に対する申立て」の勧告の中で同様の見解を
示している。

17）小町谷（2016）は，放送法の立法時の資料を参
照し，「放送番組の編集については，政府の干渉
を排除し放送事業者の自律に任せなければ，憲
法21条の表現の自由は保障されないことが強く
意識されていた」ことを明らかにしている。

18）KORE-EDA.com
http://www.kore-eda.com/message/index.html

（2018年10月現在）
19）このようなグラデーションができたのは，2012年5

月の委員会からで，決定47号から統一されてい
る。それまで「放送倫理違反」と「放送倫理上問
題あり」があって紛らわしいという指摘があったた
め「放送倫理上問題あり」に統一した。

20）最高裁1981年4月16日判決。月刊ペンが，創価
学会の特集で会長の女性関係を取り上げ，編集
局長が学会と会長への名誉毀損に問われた。

21）塩田・関谷（2014）
22）BPO（2007a）：31
23）検証委決定7号「最近のテレビ・バラエティー番組

に関する意見」では，漫画の挿絵を交えて親しみ
やすい文章で訴えたほか，決定12号の別冊は，

「若きテレビ制作者への手紙」という形式で番組
づくり全般に関わる提言をしている。

24）人権委の決定40号，41号，42号では，まず放送
倫理違反を判断し，次に名誉毀損の有無を判断
する様式で，委員会決定が記載されている。

25）「もとより『倫理』は，外部から押しつけられるも
のではなく，内発的に生まれ，自律的に実践され
ることによって鍛えられるものである。放送倫理も
例外ではない」（検証委決定1号: 1），「放送倫
理が，外形的事実のみによってではなく，放送の
使命や公益性・公共性との相関のもとで，個別具
体的に判断されることが基本だと考えるからであ
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る」（検証委決定8号: 5）など。
26）人権委決定67号では，『ニュース女子』の「沖縄

基地反対運動特集」には，申立人への名誉毀損
が成立すると判断したうえで，①申立人への取材
がなされていないことが明らかであるにもかかわら
ず，考査で問題としなかった点，②考査において，
人種や人権を扱う際に必要な配慮がなされていな
い点について，放送倫理上問題があったとしてい
るが，一覧表には人権侵害しか記載されていな
い。

27）伊藤（2016）では，BPOの検証委が「『クローズ
アップ現代』“出家詐欺”報道に関する意見」の
中で政治に直接に向き合う姿勢を示したことにつ
いて，放送法とは何かという議論に発展し，多く
の先進国にみられる独立規制機関のような組織
を創設すべきであるという議論に発展する可能性
を秘めているとして，検証委の「政治化」が放送
に対する規制強化を招く可能性を指摘している。

28）2018年9月，札幌で開かれたマスコミ倫理懇談会
全国大会の分科会討議でも，放送された内容が
ネット上に長く晒されるなど，もはや放送だけで
考えることはできず，実名報道など多くの原則が
根本から揺さぶられている現状が報告された。

29）2018年3月15日，共同通信ニュース
30）2018年3月26日の日本テレビ社長会見での大久

保好男社長の発言
31）2018年4月3日衆議院総務委員会における野田

聖子総務大臣（当時）の発言
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